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終了時評価調査結果要約表 
作成日：2009 年 11 月 20 日 

担当部：農村開発部 

１．案件の概要 

国名：パラグアイ共和国 
案件名：パラグアイ農業総合試験場プロジェクト

フェーズ2 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯グループ畑

作地帯第一課 
協力金額（評価時点）：4億5,000万円 

相手国実施機関：農業普及局（DEAG）、日系農協中

央会/各日系農協、国家農業研究所（IAN）、地域農業

研究センター（CRIA） 協力期間 
（R/D）：2005年4月1日～2010

年3月31日 

日本側協力機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

パラグアイ農業総合試験場（Centro Tecnológico Agropecuaria en el Paraguay：CETAPAR）は、

戦後開設されたJICA直営3移住地（ラ・パス、ピラポ、イグアス）において日系移住者の営農技

術を支援する目的で設けられた指導農場が統合・再編を経て、1985年イグアス移住地にパラグ

アイ農業総合試験場として改組されたJICA直営の試験場である。パラグアイ共和国（以下、「パ

ラグアイ」と記す）は典型的な農業国で、特に主要農産物であるダイズ、コムギは主に東部地

域で生産されており、その地域において日系農家は輸出作物としてのダイズ栽培を同国で初め

て導入するなど、パラグアイの農業生産の先導的な役割を果たしてきた。本試験場は、当初、

支援の対象を日系人としていたが、1980年代後半からは、直接あるいは間接的に地域のパラグ

アイ人農家も対象とし、試験研究分野においても、農牧省の研究所を補完し、パラグアイの農

業試験研究のなかで大きな役割を果たしてきた。日系移住地は、1954年の入植から既に50年の

期間を経て、世代交代が進むと同時に移住者の営農も多様化し、成熟期に達している。その結

果、移住者の定着・安定のための支援という試験場開設の初期の目的は達成されたという判断

がなされ、これまでの支援対象であった日系農協が、近い将来自ら試験場を運営管理できると

いう考えに至った。また、2001年2月パラグアイ側関係機関と協議の結果、当該地域における持

続的な農業の展開と地域の活性化を図るためには、本試験場を日系農協に移管することが適当

と判断された。 

これら協議結果を受け、JICAは2010年の日系農協への移管を円滑に実施するために、2001年

度から2009年度までの期間は、人材育成と組織体制整備を目標とした技術協力プロジェクトを

実施することをパラグアイ側と合意し、「パラグアイ農業総合試験場プロジェクト」として2001

年度から2004年度までの間、第1フェーズの協力が実施された。2005年度から2009年度までは移

管後の試験場が自立的に事業を展開できるための体制整備を行うことを目標として「パラグア

イ農業総合試験場プロジェクト フェーズ2」を実施している。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標：パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される。 

 

 （2）プロジェクト目標：パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振

興の拠点として基盤整備される。 

 



 

 

（3）プロジェクト成果 

成果1：地域に適した持続可能な畑作技術が開発・実証される。 

成果2：安定的な農業生産のための農家支援サービスが行われる。 

成果3：試験場が検査、分析が行える公的認証機関として登録される。 

成果4：移管後運営のための業務実施体制が整えられる。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣：2分野（場長/チーフアドバイザー、次長/業務調整）延べ4名 

短期専門家派遣：4分野（農牧輪換システム経営評価、肥料成分分析、農薬成分分析、種

子検査）延べ4名 

本邦研修：農協幹部4名が「農業協同組合運営」の本邦研修に参加 

第三国研修：カウンターパート（C/P）2名が「種子検査に係るPCR検査手法等の技術習得」

研修（ブラジル）を受講 

機材供与：総額5,270万円相当の機材を携行機材として整備 

土地：イグアス移住地に位置する本場115ha、分場56haの土地 

施設：本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎等 

プロジェクト要員：総務班に5名、業務班に5名、作業員18名を雇用（2009年10月1日現在）

プロジェクト経費：総額約3億2,700万円（2009年10月27日まで） 

相手国側： 

カウンターパート配置：合計5名（2009年10月現在）を日系農協中央会所属のC/Pとして

配置 

プロジェクト経費：2,700万円相当を日系農協中央会が負担（C/Pの人件費及び先行移管し

た業務に関する経費） 

派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 

２．評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名 職位） 

団 長 ：梅崎 路子 JICA農村開発部畑作地帯グループ 次長 

計画調整 ：橋本 洋平 JICA農村開発部畑作地帯グループ畑作地帯第一課 職員 

評価分析 ：大橋 由紀 株式会社インターワークス 

調査期間 2009年10月30日～2009年11月13日 評価の種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）成果の達成状況 

成果1：地域に適した持続可能な畑作技術が開発・実証される。 

CETAPARが開発・実証に取り組んできた技術のなかにはまだ普及の段階に至っていない

もの（ダイズの新品種、農牧輪換システムなど）もあるが、既に普及段階にある技術（ダ

イズ・コムギの地域適応品種、効果の高い新規緑肥、病害虫防除、土壌管理など）につい

ては農家支援サービスの実施を通して普及されていることが確認された。地域に適した技

術という点では、各日系農協の拠点地域の特徴や各農家の特徴が異なることからすべての

技術がすべての地域・農家で受け入れられているわけではないが、各地で共通して活用で

きる技術や、地域の適性が認められた技術は各農家で活用されている。 

成果2：安定的な農業生産のための農家支援サービスが行われる。 

地域巡回、講習会開催、営農情報の提供、土壌診断、パラグアイ人小規模農家への研修



 

 

といった農家支援サービスは、プロジェクト期間を通して計画どおりに行われてきたこと

が確認できた。 

成果3：試験場が検査、分析が行える公的認証機関として登録される。 

公的認証の取得は進んでいるものの、現時点ではまだ残された科目がある。残りの科目

の認証の取得、人材の養成、マニュアルの作成はプロジェクト終了時までに完了する予定

で活動が進められている。 

成果4：移管後運営のための業務実施体制が整えられる。 

移管後の業務実施体制は人材育成やマニュアル作成においてまだ完了していない項目が

あるが、プロジェクト終了時までに完了する予定である。一方、業務実施計画については、

Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会が中心となりおおむね作成が完了している。 

 

 （2）プロジェクト目標達成状況 

プロジェクト目標：パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振興

の拠点として基盤整備される。 

フェーズ2では特にDIA（Dirección de Investigación Agrícola：農業試験研究局）、DEAG

（Dirección de Extensión Agraria：農業普及局）、DIPA（Dirección de Investigación y Producción 

Animal：畜産試験研究局）といったパラグアイの農牧省の関連機関との連携強化を図り、

CETAPARの認知度は向上している。CETAPARのサービスの利用件数も増加しつつあり、移

管後は更に各日系農家の利用が促進されるとともに、FECOPROD（Federación de Cooperativas

de Producción Ltda.：生産者協同組合連合会、31農協で構成）やUNICOOP（Central Nacional de 

Cooperativas Unicoop Ltda.：ユニコープ国内農協中央会、8農協で構成）の参画により非日系

農家や企業の利用も増加することが期待できる。実施体制については、大枠は決定されて

いるが、具体的な業務実施規定は今後詰めていく必要がある。 

 

 （3）上位目標達成状況 

上位目標：パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される。 
プロジェクト目標で示したように、CETAPARの利用度は今後広がっていくことが期待で

きるため、上位目標の達成に貢献していくことが期待できる。一方、近年の主要農畜産物

の生産性は上昇傾向にあるものの、自然災害の影響による減収は発生しかねない状況であ

る。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

本プロジェクトは対象地域及びグループのニーズ、パラグアイ国政府の農業政策、日本

の対パラグアイ援助計画と整合しており、妥当性が高い。また、パラグアイの関係機関や

JICAのボランティア事業との連携の適切性、導入した技術の妥当性なども認められている。

 

 （2）有効性 

プロジェクト目標の達成状況で示したとおり、CETAPARの認知度は向上しており、ニー

ズの高いサービスの提供機関としての機能はおおむね整っており、業務実施規定の作成な

ど未了のものもあるが、大枠は整備されてきている。よって、プロジェクト終了時までの

プロジェクト目標の達成見込みは高いといえる。 

 

 （3）効率性 

CETAPARが技術開発を行ってきたもののなかで、特に病害虫防除や土壌診断などは巡回



 

 

モニタリングなどの農家支援サービスを通して普及している。まだ認証が未取得の科目や、

人材育成の途中である技術項目、作成途中のマニュアルがあるが、終了時までにはすべて

において完了する予定となっている。また、種子生産の実施計画は作成途中であるが、そ

の他の移管後業務については財団運営準備委員会によって実施計画が作成された。これら

のアウトプットは、おおむね必要な活動が十分に行われてきた結果として産出に至ってい

る。また、活動を実施するにあたり適切な質・量・タイミングの投入が行われてきており、

以上から効率性はおおむね高かったといえる。 

 

 （4）インパクト 

近年パラグアイ東部地域の生産性は基本的には向上傾向にあるが、旱魃などの自然の影

響を受けた年には減収となっている。一方、CETAPARはプロジェクト実施を通して移管後

もニーズの高い種子生産や分析業務を中心に東部地域の農業振興に貢献する体制が整いつ

つある。その他の分野の技術開発については、具体的な実施計画の作成には至っていない

ものの、将来的にニーズの高い分野では引き続き技術の開発・実証を行い、農家の営農改

善に貢献することが検討されている。また、FECOPRODやUNICOOPの参画により、

CETAPARの利用者は更に広まることが期待できる。よって、今後も異常気象が発生した年

には影響は避けがたいが、基本的な生産性の向上には十分に貢献していくことが期待でき

ることから、十分なインパクトがあると確認された。 

 

 （5）自立発展性 

移管後のCETAPARの自立発展性については、Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会とプロ

ジェクトの間で協議が継続されている。組織面では、受け皿機関の日系農協中央会は移管

後の運営資金の多様化を図るために、Nikkei-CETAPAR財団設立を決定した。財団運営準備

委員会が中心となって業務運営計画について具体的な内容を詰めており、管理運営計画書

は作成済みである。一方、財団運営委員会へのFECOPROD及びUNICOOPの参画により、他

の関連機関との関係の強化、サービスの拡大、外部の資金へのアクセスなどにおいて、優

位となることが期待できる。財政面では、移管後の自己収入確保の点から、採算性のある

種子生産業務や分析業務の実施が決定されている。一方で外部からの資金を確保すること

で、研究業務や人材育成業務、技術普及業務、地域・社会貢献など採算性の低い業務も実

施することが検討されている。技術面では、現在の主要な技術者が移管後も業務を継続す

ることで、技術的な問題はないと考えられている。それらの技術者の定着のためには、や

りがいや処遇面での配慮、技術更新の機会の確保が必要である。また移管後もJIRCAS（Japan 

International Research Center for Agricultural Sciences：独立行政法人国際農林水産業研究セン

ター）と特定テーマにおける共同研究を実施する予定となっており、日本の研究機関との

ネットワークが維持・発展することが期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

- 最終年に JICA 側、日系農協側の双方の支出により、必要な種子生産用施設と農薬成分検定

の機材の整備が行われたこと。 

- SENAVE（Servicio Nacional de Calidad y Sanidad Vegetal y de Semillas：国家品質・植物防疫・

種子サービス局）との関係強化により検定を開始したことでサービスの信頼性が向上したこ

と。 

- アスンシオン大学との協定により人材育成面で貢献し CETAPAR の国内での認知度や信頼

性が向上したこと。 

- CETAPAR は 48 年間の蓄積で築き上げられたパラグアイ国内での地位を有していたこと。



 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

- 技術移転を受けたスタッフの退職があったこと。 

- 旱魃や強風雨の影響が発生したこと。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは2010年4月以降のCETAPAR移管後の体制構築に向けた日系農協中央会との

協議と、スムーズな移管を実現するための準備期間としてのCETAPARの基盤整備が同時に行わ

れてきた。前者については、移管後の管理運営計画書が作成され、今後は試験場業務実施規定

を具体化していく段階に達している。後者については、現時点ではまだ達成されていない活動

がいくつか残されているものの、それらはプロジェクト終了時までに完了する予定であり、移

管後の業務実施の準備がおおむね整いつつあるといえる。農業振興の拠点としての地域のニー

ズへの妥当性は高く、またそのニーズに応えるサービスを提供する体制整備が終了時までに完

了する予定であることから十分な有効性が確認できた。適切な活動と投入の結果として期待す

るアウトプットの産出が見込めることから、効率性も十分であった。その結果、上位目標の達

成への貢献が期待できる体制がほぼ整っている。移管後の自立発展性については、移管準備の

諸会合を通して組織面、財政面、技術面での配慮がなされてきている。本プロジェクト終了ま

での約5カ月間は、残されたダイズ新品種の登録、認証取得、人材育成、マニュアル作成などの

活動を確実に完了させるとともに、移管のための最終準備に尽力されることが望まれる。 

 

３－６ 提 言 

 （1）移管後の CETAPAR の自立発展性 

移管後の財政面での自立発展性を強化するために、移管後の活動としては採算性の高い

業務を中心に具体的な準備が進められてきた。今後も引き続きパラグアイ東部地域のニー

ズに柔軟に対応することが求められており、その他の技術開発、人材育成、技術普及、地

域・社会貢献などについても具体的な実施方法・資金獲得方法などを検討し、これらにつ

いても業務の継続が期待される。そうすることにより広く地域に貢献できる機関としてそ

の地位を更に確固たるものにしていくことが望まれる。 

 

 （2）技術の維持及び更新のための取り組み 

有用な人材の再確保は困難な状況であり、技術移転を受けた人材が定着するような配慮

が求められる。さらに、築き上げた技術の維持や更新を可能にするためには、継続的な人

材育成や関連機関との連携が重要である。移管後においても、技術スタッフに対する技術

更新の機会の提供、大学やJIRCASなどの研究機関との連携などを促進していくことが望ま

れる。 

 



Summary of the Evaluation Results 
Date: November 20, 2009 

Department in charge: Rural Development Department 
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Country: Paraguay 
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Paraguay (CETAPAR) Phase 2 
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Development 
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1-1. Background of the Project 

Technological Center on Agriculture in Paraguay (CETAPAR) is a research and experiment station 

managed directly by Japan International Cooperation Agency (JICA). It was integrated in Yguazu Colony in 

1985, by reorganizing 3 demonstration farms (La Paz, Pirapo, and Yguazu) established after the 2nd World 

War and directly managed by JICA, in an effort to support farming technologies of Japanese descent (Nikkei) 

immigrants. Paraguay is a typical agricultural country which produces mainly soybeans and wheat in the 

eastern region. Nikkei farmers have been playing a leading role in the region, particularly by introducing the 

soybean production in the country as an export product. CETAPAR was aimed at Japanese immigrants and 

Nikkei farmers in its earlier stage, but since the late 1980’s it has covered directly and indirectly Paraguayan 

farmers as well. It also has played an important role in the agricultural research and experiment in the 

country, complementing national research institutes of the Ministry of Agriculture and Livestock. Having past 

50 years since the immigration in 1954, it is considered that the Japanese colonies reached to the stage of 

maturation through the generation change and the diversification of forms of agricultural management among 

them. As a result, it was recognized that certain objectives of the early stage in the support of settlement of 

Japanese immigrants was attained, and the Nikkei cooperatives would be able to manage the Center by 

themselves in the near future. In addition, the discussion among Japanese and Paraguayan related 

organizations in February 2001 was reached to a conclusion that it is adequate to transfer the Center to the 

Nikkei cooperatives to promote sustainable agriculture and revitalization of the region.  

Considering the result of this discussion, JICA agreed with Paraguayan Government on the 

implementation of the Project on “Technological Center on Agriculture in Paraguay (CETAPAR)” from 2001 

to 2009 with an attempt to develop human resources and prepare organizational structure. The Phase 1 was 

implemented from 2001 to 2004, and the Phase 2 has been implemented from 2005 to 2009 with a goal of 

preparing the foundation to develop independently its activities of the CETAPAR after the transfer. 

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal: Sustainable Agricultural Techniques are disseminated in the eastern region of Paraguay.  

(2) Project Purpose: CETAPAR is prepared as foundation of the core center for agricultural development in 



eastern region of Paraguay. 

(3) Outputs: 

1. Sustainable and appropriate techniques of upland crops cultivation will be established for eastern region 

of Paraguay.  

2. The technical services on stable agricultural production are implemented. 

3. The Center which can provide tests and analyses is registered as a certificated institution. 

4. The management structure to implement new CETAPR after the transferring is prepared. 

(4) Inputs (as of the moment of this evaluation) 

Japanese side:  

Long term Experts: a total of 4 experts in 2 fields (Director/chief advisor, and Deputy director/Project 

Coordinator) 

Short term Experts: a total of 4 experts in 4 fields (evaluation on the management of agropasture 

rotation system, analysis of fertilizer, analysis of agrochemical, and seed testing) 

  Training in Japan: 4 executives from Nikkei cooperatives participated in the “administration of 

agricultural cooperatives” held in Japan. 

Training in the third country: 2 C/P personnel participated in “PCR testing method for seed testing” in 

Brazil.  

Provision of equipment: equivalent to a total amount of approximately 53 million Japanese yen 

Land: Main area (115ha) and secondary area (56ha) in Yguazu Colony 

Facilities: Main building, warehouses laboratories, greenhouses, seed silos, houses, etc.  

Project Staff: 5 staff for the management section, 5 staff for the operation section, and 18 workers (at 

the moment of the October 1, 2009) 

      Project Cost: approx. 327 million yen (as of October 27, 2009)  

  Paraguayan side: 

 Counterpart Personnel: 5 C/P personnel belong to Central Nikkei Cooperative (as of October 2009) 

      Project Cost: equivalent to 27 million yen was provided by Central Nikkei Cooperative (employment 

cost of C/P personnel, and cost for the pre-transferred services) 

Granting of privileges, exemptions and benefits 

2. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

Leader: Michiko UMEZAKI, Deputy Director General, Rural Development Department, JICA

Planning and Administration: Yohei HASHIMOTO, Program Officer, Field Crop Based 

Farming Area Group, Rural Development Department, JICA 

Evaluation Analysis: Yuki OHASHI, Consultant, Interworks, Co., Ltd. 

Period of 

Evaluation 

October 30, 2009 - November 13, 2009 Type of Evaluation: Final Evaluation 

3. Evaluation Results 

3-1 Project Performance 

(1) Achievement of Outputs 

Output 1: Sustainable and appropriate techniques of upland crops cultivation will be established for eastern 

region of Paraguay. 

In terms of the technical development and verification, there are some technologies which CETAPAR 

has not reached to the stage of dissemination (such as the development of new variety of soybean and 

agropasture rotation system). However, regarding the other technologies which have prepared for the 

dissemination (such as regionally adaptable varieties of soybean and wheat, new effective green manure, pest



and disease control, and soil management), it was confirmed that they have been diffused to farmers through 

the technical services provided by CETAPAR. As to the appropriate techniques to the region, due to the 

differences in the characteristics of each area and farmer, it is not that all these techniques are accepted and 

utilized by all areas and farmers. However, some techniques which are common to some of the areas and 

those which are appropriate for certain areas have been already utilized respectively by corresponding 

farmers.  

Output 2: The technical services on stable agricultural production are implemented. 

     It was confirmed that the technical services including the regional visit, seminars, provision of 

technical information, soil diagnoses, and technical assistance extended for small scale farmers, have been 

implemented as they were planned throughout the project period.  

Output 3: The Center which can provide tests and analyses is registered as a certificated institution. 

     While the acquisition of certification has progressed, some titles still remain uncertified. The Project is 

working on the uncompleted activities, planning to complete them by the end of the project period, including 

the personnel training and preparation of manuals. 

Output 4: The management structure to implement new CETAPR after the transferring is prepared. 

     Regarding the management structure, although there are some uncompleted items in the personnel 

training and the preparation of manuals, they are planned to be completed by the end of the project period. 

The implementation plan has been mostly prepared mainly by the preparatory committee of 

Nikkei-CETAPAR Foundation. 

 

(2) Achievement of Project Purpose 

CETAPAR is prepared as foundation of the core center for agricultural development in eastern region of 

Paraguay. 

     Especially in the Phase 2, CETAPAR has strengthened the collaboration with the related organizations 

of Ministry of Agriculture and Livestock, such as Direction of Agricultural Investigation, Direction of 

Agricultural Extension, and Direction of Animal Investigation and Production. As a result, it gained 

recognition among them. The utilization of services provided by CETAPAR has been increased, and it is 

expected to be promoted more after the transfer not only among the Nikkei farmers but also among the other 

farmers and enterprises, particularly by the participation of FECOPROD (a federation of 31 producers 

cooperatives) and UNICOOP (a national cooperative association of 8 cooperatives). The general framework 

of operation system after the transfer has been determined already, but it is necessary to embody the 

operational regulations in the rest of the project period. 

(3) Achievement of Overall Goal (perspective) 

Sustainable Agricultural Techniques are disseminated in the eastern region of Paraguay. 

     As mentioned in the “Achievement of Project Purpose”, CETAPAR’s services are expected to be 

utilized more in the wider area in the future. Therefore, it will be able to contribute to the achievement of the 

Overall Goal. On the other hand, the productivity of latest years shows an upward tendency, despite the risks 

of yield reduction caused by the natural disasters.  

 

3-2 Summary of the Evaluation Results 

(1) Relevance 

The Project is highly relevant in terms of the consistency to the needs of target area and group, the 

agricultural policy of Paraguayan Government, and the Japanese aid policy to Paraguay. Also, it was 

identified that the collaboration with Paraguayan related organizations and the volunteer programs of JICA

were adequate, and the introduced technologies were appropriate.  



(2) Effectiveness 

As it was shown in the achievement of the Project Purpose, the recognition of CETAPAR has been 

increased, the function as a provider of services with high demand has prepared, and the framework of 

operation system has been established except to some uncompleted activities such as the preparation of the 

operational regulations. Therefore, there are good prospects of achieving the Project Purpose by the end of 

the project period. 

(3) Efficiency 

In the technical development of CETAPAR, the pest and disease control and soil diagnoses in particular 

have been disseminated through the technical services such as regional visit and monitoring. Although there 

are uncompleted activities, including the acquisition of some of the certifications, personnel training of some 

technical items, and preparation of some manuals, they are planned to be completed by the end of the project 

period. The operation plans have been mostly prepared by the preparatory committee of Nikkei-CETAPAR 

Foundation, except to the operation plan of seed production which has been under preparation yet. These 

outputs have been produced as a result of sufficient implementation of the activities. In addition, the inputs 

utilized in these activities were adequate in terms of quality, quantity and timing. Therefore, the efficiency of 

the Project was high in general.    

(4) Impact 

The productivity of the eastern region has been on the rise in late years, while the yield production has 

dropped in the year influenced by environmental effects such as drought. In CETAPAR the operation system 

to contribute to the agricultural development in the eastern region has been mostly prepared through the 

implementation of the Project, mainly in the services to be provided after the transfer, such as seed 

production and laboratory analysis, which are expected to maintain high demand in the future. In other fields, 

there is a discussion about the possibility to continue the development and/or verification of some 

technologies which are high in demand and able to contribute to the improvement of farming techniques in 

the future even though they are low in profitability. The detailed plans of such activities will be needed in the 

future. In addition, it can be expected that the involvement of FECOPROD and UNICOOP will contribute to 

promote the expansion of the services. Therefore, it is considered that sufficient impacts will be attained by 

the Project.   

(5) Sustainability 

In terms of the sustainability of CETAPAR after the transfer, the discussion between the preparatory 

committee of the Nikkei-CETAPAR Foundation and the Project has been continued throughout the project 

period. In organizational aspect, the Central Nikkei Cooperative, as the recipient organization, has decided to 

establish Nikkei-CETAPAR Foundation in order to diversify sources of operational expenses under the 

post-transfer administration. The preparatory committee of the Foundation has been taking the leading role to 

embody the detailed plan, and the operation and management plans has been already prepared. On the other 

hand, the involvement of FECOPROD and UNICOOP in the management committee of the Foundation will 

strengthen the relationship with other related organizations, the expansion of the services, and the access to 

the external financial resources. In financial aspect, considering the self-income of the CETAPAR, the 

provision of profitable services such as seed production and laboratory analysis has been determined. The 

possibility to implement the activities which are low in profitability, such as research and investigation, 

human resource development, social and community contribution, etc. by securing external financial 

resources has been discussed. In technical aspect, it is considered that there is no technical issue as far as the 

existing main human resources remain in CETAPAR after the transfer. However, in order to radicate these 

human resources, it is necessary to secure the satisfaction and condition of their work, and also the 

opportunity to update their technologies. In addition, it is planned to continue a joint research with JIRCAS 



(Japan International Research Center for Agricultural Sciences) in a specific theme after the transfer, and it 

isexpected to maintain and develop a network with such Japanese research institutes.                

 

3-3. Factors promoting the production of effects 

- The facilities of seed production and agrochemical analysis and testing were prepared even in the final 

year of the Project, borne by both JICA and Nikkei cooperatives. 

- The testing was started by strengthening the relationship with SENAVE, which resulted in the 

improvement of service reliability.  

- CETAPAR has contributed to the human resource development through the agreement with National 

University of Asunción, which enhanced its recognition and reliability in the country.  

- CETAPAR had a position developed in the 48 years of history accumulated in Paraguay.  

 

3-4. Factors inhibiting the production of effects 

- There were resignations of personnel who received technical transfer.  

- There were influences of drought and thunderstorm.  

 

3-5. Conclusion 

 The Project realized the detailed discussions with the Central Nikkei Cooperative to determine the 

operational structure after the transfer of CETAPR in the April 2010, and simultaneously the establishment of 

foundation of the Center during the preparation period in order to hand it over smoothly. The former has 

reached to the stage where the operation and management plans have been prepared and the operational 

regulations will be embodied in the rest of the project period. The latter will be achieved by finishing some 

uncompleted activities which are planned to be completed by the end of the project period, and it can be 

considered that the preparation for the activities to be carried out after the transfer have been getting 

completed on the whole. The relevance is high in the needs of target area as a base of agricultural 

development in the region, and also the sufficient effectiveness was identified since the structure to provide 

the services to meet the needs will be prepared by the end of the project period. The efficiency was also 

sufficient since the production of outputs will be achieved as a result of appropriate activities and inputs. As a 

consequence, the Project has mostly prepared the structure which can be expected to contribute to the 

achievement of Overall Goal in the future. The sustainability under the post-transfer management has been 

discussed through the various meetings in terms organizational, financial and technical aspects. During the 

final 5 months until the end of the project period, it is expected to make efforts for the final preparation of the 

transfer, completing the unfinished activities, such as the rest of registration of new varieties of soybeans, 

acquisition of certifications, personnel trainings, and preparation of manuals.  

 

3-6. Recommendations 

(1) Sustainability of CETAPAR after the transfer 

In order to strengthen the financial sustainability after the transfer, the Project conducted the preparations 

focusing on the profitable activities. CETAPAR is required to meet the needs of eastern region of Paraguay 

flexibly, and it is expected to continue other activities as well, such as technical development, human 

resource development, dissemination of technologies, social and community contributions, etc., by 

determining the concrete means of implementation and obtaining the external funds. In this way it is expected 

to establish its position firmly as a center to contribute to the region as a whole.  

(2) Efforts to maintain and update the technologies 

Since finding the substitute of eligible human resources is difficult task, it is required to consider the 



measures to maintain the staff who received trainings. Also, in order to maintain and update the accumulated 

technologies, the continuous personnel trainings and collaboration with related organizations are important. 

After the transfer, it is expected to promote the provision of opportunities to update skills and knowledge of 

technical staff and collaboration with research institutes such as universities and JIRCAS.  
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第１章 プロジェクトの概要 
 

１－１ プロジェクト名称 

 パラグアイ農業総合試験場プロジェクト フェーズ2 

 

１－２ プロジェクト期間 

 2005年4月1日～2010年3月31日 

 

１－３ プロジェクト対象国、対象地域 

 対象国：パラグアイ共和国  

 対象地域：パラグアイ東部地域 

 

１－４ プロジェクト概要 

パラグアイ農業総合試験場（以下、「CETAPAR」と記す）は、戦後開設されたJICA直営3移住地

（ラ・パス、ピラポ、イグアス）において日系移住者の営農技術を支援する目的で設けられた指

導農場が統合・再編を経て、1985年イグアス移住地にパラグアイ農業総合試験場として改組され

たJICA直営の試験場である。 

パラグアイ共和国（以下、「パラグアイ」と記す）は典型的な農業国で、GDPの28％、輸出の61％

はダイズをはじめとする農畜産物で占められ、主要農産物であるダイズ、コムギは主に東部地域

で生産、その地域において日系農家は輸出作物としてのダイズ栽培を同国で初めて導入するなど、

パラグアイの農業生産の先導的な役割を果たしてきた。 

日系移住地における農家の営農状況を見ると、機械化作業を含む多くの農作業を、移住地の居

住者の大多数を占めるパラグアイ人に依存しており、パラグアイ人との共存なくしては移住地の

営農は成り立たなくなっている。 

本試験場は、当初、支援の対象を日系人としていたが、1980年代後半からは、直接あるいは間

接的に地域のパラグアイ人農家も対象とし、試験研究分野においても、農牧省の研究所を補完し、

パラグアイの農業試験研究のなかで大きな役割を果たしてきた。 

日系移住地は、1954年の入植から既に50年の期間を経て、世代交代が進むと同時に移住者の営

農も多様化し、成熟期に達している。その結果、移住者の定着・安定のための支援という試験場

開設の初期の目的は達成されたという判断がなされ、これまでの支援対象であった日系農協が、

近い将来自ら試験場を運営管理できるという考えに至った。また、2001年2月パラグアイ側関係機

関と協議の結果、当該地域における持続的な農業の展開と地域の活性化を図るためには、本試験

場を日系農協に移管することが適当と判断された。 

これら協議結果を受け、JICAは2010年の日系農協への移管を円滑に実施するために、2001年度

から2009年度までの期間は、人材育成と組織体制整備を目標とした技術協力プロジェクトを実施

することをパラグアイ側と合意し、「パラグアイ農業総合試験場プロジェクト」として2001年度か

ら2004年度までの間、第1フェーズの協力が実施された。  

2005年度から2009年度までは第2フェーズの協力として、「パラグアイ農業総合試験場プロジェ

クト フェーズ2」を、移管後の試験場が自立的に事業を展開できるための体制整備を行うことを

目標として、2名の長期専門家（「場長/チーフリーダー」「次長/業務調整」）を派遣してプロジェク
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トを実施している。 

具体的には、不耕起栽培におけるダイズ・緑肥作物の輪作体系の開発、ダイズ病害虫に対する

環境保全型防除技術の開発、テラローシャ地帯における農牧輪換システム技術の開発、これら技

術・情報を周辺農家へ普及するための体制の整備を図り、地域の状況とニーズを考慮した農業開

発のための試験研究・普及活動を行ってきた。また、種子・肥料・農薬などの検査、分析が行え

る公的認証機関としての登録に向けた体制づくりを行っている。併せて、これらの活動には移管

先である日系農協の主体性が不可欠であることから、第2フェーズ実施中の試験場運営に日系農協

中央会の参画を求めることとし、技術部門に加え運営管理にかかわる人材の育成等を実施し、試

験場の体制と機能強化を行い、計画されている2010年の円滑な移管をめざすものである。 
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第２章 終了時評価概要 
 

２－１ 終了時評価の目的 

 （1）プロジェクトの実績と実施プロセスを確認し、その情報に基づいて、評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）の観点から総合的に評価し、終了時評価報告

書として取りまとめる。 

 （2）終了時評価報告書の要約版の内容をパラグアイ国政府に説明し、協議された事項をミニッ

ツとして署名交換する。 

 

２－２ 終了時評価の方法 

2007年に実施された中間評価時に作成されたPDM（Matriz de Diseño del Proyecto：プロジェクト・

デザイン・マトリックス）ver.2に基づいて、以下の評価項目について評価した。 

 

表－１ 評価項目 

プロジェクトの達成状況 投入、成果、プロジェクト目標等の達成状況を確認する。 

実施プロセス プロジェクト実施中の活動の実施プロセスを確認する。 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目

標）が、受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策

として適切か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロ

ジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発

援助（ODA）で実施する必要があるか等といった「援助プロジ

ェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益

がもたらされているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う

視点。 

効率性 
主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に

活用されているか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果

や波及効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響

を含む。 

評価5項目 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続している

か（あるいは、持続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：プロジェクト評価の手引き－改訂版JICA事業評価ガイドライン（2004年2月） 

 

２－３ 調査団構成 

No 氏 名 担当分野 所  属 

1 梅崎 路子 団 長 JICA農村開発部 畑作地帯グループ 次長 

2 橋本 洋平 計画調整 JICA農村開発部 畑作地帯グループ 畑作地帯第一課 職員 

3 大橋 由紀 評価分析 株式会社インターワークス 
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２－４ 評価日程 

現地活動期間：2009年10月30日～11月13日 

団長、計画管理団員：2009年11月7日～11月13日 

評価分析団員：2009年10月30日～11月2日（第1次）、11月7日～11月13日（第2次） 
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第３章 終了時評価結果 
 

３－１ プロジェクト実績 

３－１－１ 投入実績 

本プロジェクトの投入実績は以下のとおりである。なお詳細は付属資料７の投入実績を参照

のこと。 

 

  （1）日本側の投入 

1）専門家派遣 

長期専門家については、プロジェクト期間を通して場長/チーフアドバイザー、次長/業

務調整の2分野で延べ4名が継続的に派遣されている。 

短期専門家については、2009年10月までに農牧輪換システム経営評価、肥料成分分析、

農薬成分分析、種子検査の分野で4名の専門家が派遣された。 

2）研修員受入れ 

日系農業組合の幹部4名が「農業協同組合運営」の本邦研修に参加した。また、カウン

ターパート（C/P）2名が「種子検査に係るPCR検査手法等の技術習得」研修をブラジルで

受講した。 

3）機材供与 

総額5,270万円相当の機材が携行機材として整備され、すべての機材が稼働している。 

4）土 地 

イグアス移住地に位置する本場115ha、分場56haの土地が計画どおり提供されている。 

5）施 設 

本館、車庫、研究棟、温室、種子用サイロ、宿舎等が計画どおり提供されている。 

6）プロジェクト要員の配置 

2009年10月1日現在は総務班に5名、業務班に5名、合計10名のプロジェクト要員が配置

されている。また、作業員として18名が雇用されている。 

7）プロジェクト運営の経費 

2009年10月27日までに合計3億2,734万5,416円 がプロジェクト運営経費として投入され

た（プロジェクト要員の人件費を含む）。 

 

  （2）パラグアイ側の投入 

1）派遣専門家及び携行機材に対する特権免除の付与 

計画どおり実施されている。 

2）カウンターパートの配置 

2007年4月にプロジェクト要員であった3名の研究員（技師）が（うち1名は2008年6月に

退職）、2008年8月には同プロジェクト要員1名が日系農協中央会に移籍した。また2008年5

月に経理（渉外含む）スタッフ1名が日系農協中央会に配置された。また2008年10月には

退職した畑作試験研究・普及のスタッフの代替要員1名が採用された。2009年10月現在合

計5名が日系農協中央会に所属し、プロジェクトの技術C/Pとなっている。 
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3）プロジェクト経費 

日系農協中央会から、2007年度から2009年度9月までに2,709万9,001円相当1がプロジェク

ト経費として投入されている（C/Pの人件費及び先行移管した業務に関する経費）。 

 

３－１－２ 成果の達成状況 

  （1）成果1：地域に適した持続可能な畑作技術が開発・実証される 

CETAPARが開発・実証に取り組んできた技術のなかにはまだ普及の段階に至っていない

もの（ダイズの新品種、農牧輪換システムなど）もあるが、既に普及段階にある技術（ダ

イズ・コムギの地域適応品種、効果の高い新規緑肥、病害虫防除、土壌管理など）につい

ては農家支援サービスの実施を通して普及されていることが確認された。地域に適した技

術という点では、各日系農協の拠点地域の特徴や各農家の特徴が異なることからすべての

技術がすべての地域・農家で受け入れられているわけではないが、各地で共通して活用で

きる技術や、地域の適性が認められた技術は各農家で活用されている。 

 

指 標 達成状況 

1. 開発または実証した技術に

対し50％の農家が有用性を

認識する 

- CETAPARで開発または実証した技術のうち、既に農家

への普及の段階に至っている技術においては、巡回モニ

タリング、土壌診断、Dia de Campo（試験場公開日）な

どにより普及が行われている。各農家の生産物・営農形

態・地域・規模などの違いによって必要な農業技術も異

なることから、すべての技術が同様に有用だと感じられ

ているわけではないが、これらの機会を活用している農

家においては、技術面・コスト面などから適用可能なも

のを選択し、営農改善に活用していることが確認でき

た。 

- 巡回モニタリング、土壌診断、Dia de Campoのサービス

自体については、本終了時評価でインタビューを行った

農家（12人）すべてから有用であるとの回答を得た。

 

  （2）成果2：安定的な農業生産のための農家支援サービスが行われる 

地域巡回、講習会開催、営農情報の提供、土壌診断、パラグアイ人小規模農家への研修と

いった農家支援サービスは、プロジェクト期間を通して計画どおりに行われてきたことが確

認できた。 

                                                        
1
 合計12億3,438万6,766グアラニー（PYG）を各年度の支出額ごとにJICA換算レートの平均（2007年：PYG1=￥0.023、2008年：

PYG1=￥0.023、2009年9月まで：PYG1=￥0.019）を用いて計算した。 
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指 標 達成状況 

2-1 地域巡回を年12回以上実

施、日系農協組合員の

50％以上が情報提供サー

ビスに満足する 

- イグアス、ピラポ、ラ・パス、アマンバイ、ラ・コルメ

ナ、アスンシオン近郊への地域巡回（作物モニタリング

等）が毎年合計12回以上行われた。 

- 情報提供サービスには、地域巡回の際の情報提供、作物

モニタリング速報、夏作及び冬作の作物モニタリング報

告会、Dia de Campoでの品種特性、資材（土壌改良剤、

農薬等）試験、緑肥展示による情報提供、『農協だより』

への技術情報、試験成果概要説明会などがある。各農家

が必要に応じてこれらの情報提供サービスにアクセス

できる体制は整っており、提供される情報のなかから活

用できるものを選択して実際に活用している。農家への

インタビューにおいても大多数が情報提供サービスは

有用であると回答している。 

2-2 日系農協各地域において

実施した講習会等開催数

と参加人数（各講習項目

の参加率が30％以上） 

- 日系農協に対する講習会の開催数は、2005年は6回、2006

年は7回、2007年は13回、2008年は7回、2009年9月まで

には2回実施された。 

- 日系農協各地域で実施した講習会の項目は、土壌及び病

害虫対策を含む夏作、冬作、野菜、農牧輪換であった。

各日系農協の組合員の参加率は、おおむね30％以上であ

ったが、営農形態によって農家の関心が少ない項目につ

いては30％に達しない項目もあった。 

2-3 日系農協各地域における

営農情報の提供（年12回

以上、日系農協組合員全

員への提供） 

- 指標2-1で示したように、年間12回以上実施されている

地域巡回の際に情報提供が行われている。さらに組合員

全員に配布される各『農協だより』にも必要な情報を提

供しているほか、作物モニタリング速報はインターネッ

トと農協の掲示板に掲載している。 

2-4 日系農協を通じて地域に

紹介された技術・情報の

利用率（組合員農家の

20％が紹介された技術・

情報を営農に活用する） 

- 指標2-1で示したようなさまざまな方法で技術・情報が

日系農家に提供されている。指標2-5で示すように、土

壌診断サービスだけでも既に88％の利用率である。 

- 本終了時評価の聞き取り調査では、提供されている技

術・情報のなかから各農家が必要に応じて利用している

ことが確認できた。 

2-5 日系農協地域土壌診断率

（50％以上、うち80％以

上の農家がサービスに満

足する） 

- 土壌診断を受けた農家は88％に達している。 

- 診断を受けた各農家は結果を基に施肥や土壌改良のた

めの指導を受けている。分析結果に基づく指導に満足し

ている農家もあるが、必ずしも指導のとおりに土壌改良

のための投入ができない農家もあり、状況はさまざまで

ある。また、対策をとってからすぐに土壌改善の結果が

現れるわけではないため、現時点でサービスの満足度を
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測るのは困難である。しかし、土づくりが重要であると

いう農家の認識が向上している結果として診断率が

80％以上であることや、分析後の結果通達までの時間が

短くなりサービスが改善されたことなどから、満足度は

向上していると考えられる。 

2-6 小農への対応実績 - 小農に対する技術研修は農牧省の普及員や地域の代表

者などからの申請に応える形で、毎年3回（2007年度は5

回）実施された。 

- 研修に参加したパラグアイ人小規模農家は、基礎的な農

業技術に関する知識を得る機会が非常に限られている

なかで、CETAPARの技術研修は大変有意義であると感

じていることが確認できた。 

 

  （3）成果3：試験場が検査、分析が行える公的認証機関として登録される 

公的認証の取得は進んでいるものの、現時点ではまだ残された科目がある。残りの科目

の認証の取得、人材の養成、マニュアルの作成はプロジェクト終了時までに完了する予定

で活動が進められている。 

 

指 標 達成状況 

3-1 取得した認証科目（種子

検査、作物品種検定等） 

- 種子検査、肥料成分分析、品種登録検定（検定試験場と

して実施）、農作物の病害虫検査、殺虫剤の効果検定に

おいて公的認証を取得済みである。 

- さらに、プロジェクト期間内に農薬成分分析、ダイズ種

子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査の認証を

取得予定である。 

3-2 養成した業務実施に必要

な人材、各業務最低1名と

なる 

- 各業務に人員が配置され、養成がおおむね完了してい

る。農薬成分分析とウイルス検査については、短期専門

家の指導で現在人材の養成中である。 

3-3 業務を実施するための明

文化されたシステム（人

員配置、各機関との連携

含む）、各種マニュアル 

- Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会が中心となって認

証業務に関する管理運営計画書（組織図、人員配置、予

算書）の内容を決定した。 

- 認証業務では業務別の実施マニュアルを作成している。

①種子検査、②肥料成分分析については既に完成してい

る。③品種登録検定、④農作物の病害虫検査、⑤殺虫剤

の効果検定、⑥農薬成分分析、⑦ダイズ種子の組み換え

遺伝子混入率検査、⑧種子のウイルス検査、については、

SENAVE（国家品質・植物防疫・種子サービス局）の既

存マニュアルの一部変更や短期専門家との作成作業など

により、プロジェクト終了までに完成する予定である。
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  （4）成果4：移管後運営のための業務実施体制が整えられる 

移管後の業務実施体制は人材育成やマニュアル作成においてまだ完了していない項目が

あるが、プロジェクト終了時までに完了する予定である。一方、業務実施計画については、

Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会が中心となりおおむね作成が完了している。 

 

指 標 達成状況 

4-1 種子生産、分析業務、認

証業務、苗木生産業務の

収益業務に関する採算計

画書、年間実施計画書が

策定される 

- 種子生産計画については、農協ごとに行われている種子

生産手法に差があるため日系農協全体での種子生産体

制を検討中である。 

- 分析・認証業務については、採算計画書・年間実施計画

書は作成済みである。 

- 苗木生産についてはイグアス日本人会が実施しており、

CETAPARでは2009年で業務中止が決定されている。 

4-2 業務実施に必要な養成し

た人材、各業務最低1名と

なる 

- 認証分野で育成中の人材（農薬成分分析及びダイズ種子

の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査）以外では、

種子生産の技術者について2008年6月に退職した人材の

後継者を養成中である。それ以外では人材養成が完了し

ている。 

4-3 業務を実施するための明

文化されたシステム（人

員配置、各機関との連携

含む）、各種マニュアルが

設置される 

- Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会が中心となり、管

理運営計画書（組織図、人員配置、予算書）が作成済み

である。 

- 公的認証以外の業務実施マニュアルについては、①種子

生産、②土壌分析において作成済みである。③飼料分析、

④病害虫防除については、プロジェクト終了までに完成

予定である。 

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振興の拠

点として基盤整備される 

フェーズ2では特にDIA（農業試験研究局）、DEAG（農業普及局）、DIPA（畜産試験研究局）

といったパラグアイの農牧省の関連機関との連携強化を図り、CETAPARの認知度は向上して

いる。CETAPARのサービスの利用件数も増加しつつあり、移管後は更に各日系農家の利用が

促進されるとともに、FECOPROD（生産者協同組合連合会、31農協で構成）やUNICOOP（ユ

ニコープ国内農協中央会、8農協で構成）の参画により非日系農家や企業の利用も増加するこ

とが期待できる。実施体制については、大枠は決定されているが、具体的な業務実施規定は

今後詰めていく必要がある。 
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指 標 達成状況 

1. 認知度  

1）パラグアイ国から東部地域の

農業振興機関として認知され

る 

- CETAPARは各公的機関（SENAVE、FCA/UNA：国立ア

スンシオン大学農学部）及び関係団体（CAPECO：パラ

グアイ油糧穀物輸出協会）との相互協力協定の締結によ

るプロジェクト活動の推進、民間業者からの委託試験の

実施、各種公的認証の取得、各種分析・検査業務の実施、

小農支援活動の実施により、農業振興機関としてほぼ認

知されるに至った。 

2）日系農協組合員の50％以上が

移管後のCETAPARの有用性

を認識する 

- 第2フェーズ開始1年後に「CETAPAR移管対策委員会」

が「CETAPAR運営委員会」として改称され、実質的な

移管後運営をにらんだ組織としての活動を開始し、各日

系農協において認識度が高まりつつある。2010年2月の

各日系農協の総会で運営計画を説明して承認を受ける

ことで、最終的に本指標の達成度が確認できる。 

2．機能性  

1）日系農協組合員の25％以上が

パラグアイ総合農業試験場の

何らかのサービスを利用する 

- 土壌分析のサービスだけでも利用率が既に88％となっ

ており、本指標は達成しているといえる。 

2）日系農協組合員以外の農家へ

の技術サービス提供件数 

- 日系農家以外へのサービス提供は、分析業務において

2009年9月までに4,851件の実績がある。 

3．体 制  

1）移管後の試験場業務実施規定 - 2008年5月にJICA本部に提出された無償譲渡申請書に

移管後の基本的な運営・事業計画案が記載されている。

具体的な業務実施規定は、Nikkei-CETAPAR財団運営準

備委員会を中心に具体的に検討されている。 

2）管理運営計画書（組織図、人

員配置、予算書） 

- Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会が中心となって、

管理運営計画書は具体的な内容の決定に至っている。

3）1）、2）の移管先機関により

承認される 

- 最終的に2010年2月の各日系農協総会において組合員に

説明し、承認を受けることとなっている。 

 

３－１－４ 上位目標の達成見込み 

 上位目標：パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される 

プロジェクト目標で示したように、CETAPARの利用度は今後広がっていくことが期待でき

るため、上位目標の達成に貢献していくことが期待できる。一方、近年の主要農畜産物の生

産性は上昇傾向にあるものの、自然災害の影響による減収は発生しかねない状況である。 
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指 標 達成状況 

2010年の値を基準とするパラグ

アイ東部地域における主要農畜

産物の生産性が、それ以降も基

準値以上で安定的に維持される 

- 参考までに2005/2006年、2006/2007年の主要農畜産物の

生産性の推移を見ると、各生産物とも上昇傾向にある

ことが分かる。一方、2008/2009年には旱魃の影響があ

るなど、天候の影響による収量の低下も発生している。

 

３－２ プロジェクト実施プロセス 

３－２－１ 活動の実施 

付属資料５のPOに示されるとおり、一部を除きおおむね計画どおりに活動が実施されている。

不耕起栽培のための有効な緑肥に関する試験や、農牧輪換システムの確立のための各種調査や

モデル作成など、畑作技術の開発・実証の分野では計画以上の時間を要した活動もあった。病

害虫の発生予察については、2009年12月に短期専門家を招へいし検討される予定である。 

 

３－２－２ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトは2010年3月のCETAPAR移管後の体制構築と移管に向けた試験場の整備を目

的としていることから、移管先の日系農協中央会との体制構築に向けた協議と、スムーズな移

管を実現するための準備期間としてのプロジェクト実施が同時に行われている。移管準備につ

いては、Nikkei-CETAPAR運営委員会やNikkei-CETAPAR事業推進委員会、Nikkei-CETAPAR財団

運営準備委員会（2009年6月から）、各地域の課題の把握や具体的な事業の実施については、各

農協の営農推進委員会（2007年から）と十分なコミュニケーションが確保できる体制がとられ

た。またCETAPARでは各地域の担当スタッフを配置し、円滑なコミュニケーションを図った。

各農家からは、第2フェーズに入りCETAPARのスタッフが各地域を巡回して指導するようになっ

てからはスタッフとのコミュニケーションが改善し、現在では電話などを通じて必要に応じた

支援を受けられるようになったとの声が多く聞かれた。移管準備に係る協議に参加してきた日

系農協の役員からは、協議におけるコミュニケーションの問題はないとのことであった。財団

の運営に加わることとなったFECOPRODやUNICOOPとのコミュニケーションもスムーズであ

るとのことである。 

 

３－２－３ 技術移転の方法 

本プロジェクトでは、長期専門家や短期専門家による指導、第三国研修により必要な技術移

転が行われた。プロジェクト要員からは、専門家からはおおむね十分な技術習得ができたとい

う意見が聞かれた。CETAPARのスタッフは日本語が分かるため、日本人専門家からの技術移転

は効果的であったとのことである。 

 

３－２－４ その他 

当初のCETAPARの活動は独自の試験研究が主であったが、移管後のCETAPARの存在意義を検

討するなかで農家の役に立つ事業を実施することが重要であるとされ、第2フェーズでは地域モ

ニタリングや実証試験の実施など、農家に対する実践的な活動へ移行したことにより、CETAPAR

と農家間の距離が改善された。地域モニタリングの実施回数、現地実証展示圃への民間業者の

参加数、Dia de Campoの参加者数、土壌等分析業務の実施数はすべて着実に増加している。また、
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近年、非日系人からのサービスへの依頼が増加している。FECOPRODやUNICOOPが参加するこ

となどからもCETAPARが広く認知されていることが分かる。 

 

３－３ 5項目評価 

３－３－１ 妥当性 

以下に示すように、本プロジェクトは対象地域及びグループのニーズ、パラグアイ国政府の

農業政策、日本の対パラグアイ援助計画と整合しており、妥当性が高い。また、パラグアイの

関係機関やJICAのボランティア事業との連携の適切性、導入した技術の妥当性なども認められ

ている。 

 

CETAPARが位置する東部地域はパラグアイ国の基幹産業である農業において主な生産物であ

るダイズ・コムギ等の生産地域であり、プロジェクト目標である農業振興の拠点として基盤整

備されることは、対象地域・社会のニーズに合致している。また、プロジェクトが実施してい

るパラグアイ人の小農支援活動についても社会のニーズが高い。また、CETAPARは移管後も農

家のニーズに応じたサービスを提供するための体制整備や技術開発を行っており、地域の農家

のニーズに合致するような努力がなされている。 

パラグアイ国の2009～2018年の農業戦略（Marco Estratégico Agrario 2009-2018）のなかでは農

業の生産性の向上や技術サービスの向上が謳われている。CETAPARでは独自の活動や農牧省の

出先機関との連携による活動で農業技術の向上や技術サービスの提供に取り組んでおり、同戦

略に貢献しているといえる。  

CETAPARを日系農協中央会に移管することは、JICAの対パラグアイ協力における基本方針の

1つである「開発パートナーとしての日系社会の活用」と整合している。また、援助重点課題の

1つである貧困対策について、CETAPARでは大部分が貧困状態にあるとされる小農の支援も行っ

ており、援助方針に沿った活動であるといえる。 

 

３－３－２ 有効性 

以下に示すように、プロジェクト目標は終了時までに達成されることが見込まれることから、

本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 

プロジェクト目標の達成状況で示したとおり、CETAPARの認知度は向上しており、ニーズの

高いサービスの提供機関としての機能はおおむね整っており、業務実施規定の作成など未了の

ものもあるが、大枠は整備されてきている。よって、プロジェクト終了時までのプロジェクト

目標の達成見込みは高いといえる。プロジェクト目標達成の貢献要因として、最終年にJICA側、

日系農協側の双方の支出により、必要な種子生産用施設と農薬成分検定の機材の整備を行った

こと、SENAVEとの関係強化により検定を開始したことでサービスの信頼性が向上したこと、ア

スンシオン大学との協定により人材育成面で貢献しCETAPARの国内での認知度や信頼性が向上

したこと、48年間の蓄積で築き上げられたパラグアイ国内での地位があったことが挙げられた。

また、阻害要因としては、スタッフの退職、旱魃や強風雨の影響などがあった。 
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３－３－３ 効率性 

以下の点から、本プロジェクトの効率性はおおむね高かったといえる。 

 

成果1、成果2については、CETAPARが技術開発を行ってきたもののなかにはダイズの新品種

や農牧輪換のモデルなどまだ普及の段階に至っていないものもあるが、特に病害虫防除や土壌

診断などは巡回モニタリングなどの農家支援サービスを通して普及している。それらのサービ

スの有用性を認める声が高い一方、各農家の生産物、営農形態、地域、規模などによって必要

な農業技術は異なることから、すべての技術が同様に有用だと感じられているわけではない。

しかしこれらの機会を活用している農家においては、技術面・コスト面などから適用可能なも

のを選択し、営農改善に活用していることが確認できた。成果3については、まだ認証が未取得

の科目や、人材育成の途中である技術項目、作成途中のマニュアルがあるが、終了時までには

すべてにおいて完了する予定となっている。成果4については、種子生産の実施計画は作成途中

であるが、その他の移管後業務については財団運営準備委員会によって実施計画が作成された。

人材養成やマニュアルの作成では未完了の分野があるが、終了時までの完了をめざして作業が

進められている。これらのアウトプットは、おおむね必要な活動が十分に行われてきた結果と

して産出に至っている。 

投入の質・量・タイミングについては、活動を実施するにあたり十分な投入が適切に行われ

てきた。 

 

３－３－４ インパクト 

本プロジェクトは以下の点から上位目標の達成に貢献することが期待でき、十分なインパク

トがあると確認された。 

 

近年パラグアイ東部地域の生産性は基本的には向上傾向にあるが、旱魃などの自然の影響を

受けた年には減収となっている。一方、CETAPARはプロジェクト実施を通して移管後もニーズ

の高い種子生産や分析業務を中心に東部地域の農業振興に貢献する体制が整いつつある。その

他の分野の技術開発については、具体的な実施計画の作成には至っていないものの、将来的に

ニーズの高い分野では引き続き技術の開発・実証を行い、農家の営農改善に貢献することが検

討されている。また、FECOPRODやUNICOOPがNikkei-CETAPAR財団の運営に参加することに

なり、CETAPARの利用者は更に広まることが期待できる。よって、今後も異常気象が発生した

年には影響は避けがたいが、基本的な生産性の向上には十分に貢献していくことが期待できる。 

CETAPARの直接のインパクトとしては、日系農家のみならずパラグアイ人小規模農家も含め

た営農改善への貢献が大きい。しかしこれは、CETAPARの長年の業務を通して可能となったイ

ンパクトである。一方、第2フェーズに入り、CETAPARのスタッフが各地域の巡回モニタリング

を開始したことで発生したインパクトも見受けられる。それまでほとんどなかった各農家への

直接的な指導が可能になった結果、特にコルメナ・アスンセナ（CAICA）農業協同組合の農家

では新たな営農改善のインパクトが発生している。本プロジェクトの農家への聞き取り調査で

は、3年前から巡回指導を受けるようになり、農薬の指導を受け、無駄のない営農・経営ができ

るようになった、土壌分析により病害虫（センチュウ）の対策ができるようになった、などの

具体的な効果が聞かれた。他方、第2フェーズではSENAVE、FCA/UNA、CAPECOとの相互協力
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協定を締結するなど関連機関との連携を強化してきたが、それによりCETAPARの認知度が向上

する効果があった。 

 

３－３－５ 自立発展性 

移管後のCETAPARの自立発展性については、Nikkei-CETAPAR財団運営準備委員会とプロジェ

クトの間で協議が継続されており、以下の点が確認されている。 

 

組織面では、受け皿機関の日系農協中央会は移管後の運営資金の多様化を図るために、

Nikkei-CETAPAR財団設立を決定した。財団設立の手続きは現在実施中であり、既に内務省に申

請書を提出している。財団運営準備委員会が中心となって業務運営計画について具体的な内容

を詰めており、管理運営計画書は作成済みである。一方、Nikkei-CETAPAR財団運営委員会にパ

ラグアイの有力な農協組織連合会であるFECOPROD及びUNICOOPの代表者が参画することが

決定されており、他の関連機関との関係の強化、サービスの拡大、INBIO（Instituto de Biotecnología 

Agrícola：農業バイオテクノロジー研究所）のダイズ等の穀物の試験研究のための資金へのアク

セスなどにおいて、優位となることが期待できる。中長期的な業務内容については、日系5農協

のなかでも異なるニーズがあり、さらにFECOPRODやUNICOOPの参画があることから、更に具

体的な活動内容を検討していく必要がある。 

財政面では、移管後の自己収入確保の点から、採算性のある種子生産業務や分析業務の実施

が決定されている。一方で、上記INBIOを含めた外部からの資金を確保することで、研究業務や

人材育成業務、技術普及業務、地域・社会貢献など採算性の低い業務も実施することが検討さ

れている。また、財団化により寄付金等の獲得が可能となる予定である。 

技術面では、現在の主要な技術者が移管後も業務を継続することで、技術的な問題はないと

考えられている。それらの技術者が定着するためには、やりがいや処遇面を配慮する必要があ

る。また、それらの技術者が技術レベルを維持し、技術を更新していくためには、今後も研修

の機会を確保することが必要となっている。ラボ業務については質を保つための取り組みが必

要とされている。土壌分析に関しては、国内のネットワーク（国家土壌分析試験所ネットワー

ク）が形成されており、そのなかでCETAPARがリーダーシップをとって分析方法の統一を行っ

た。今後は質の管理にも取り組む予定である。なお、移管後もJIRCAS（独立行政法人国際農林

水産業研究センター）と特定テーマにおける共同研究を実施する予定となっており、日本の研

究機関とのネットワークが維持・発展することが期待される。 

社会的な側面として、コロニア内や周辺のパラグアイ人と日系人移住者の安定した関係を維

持していくためには、各農協の拠点地域の中や周辺に居住するパラグアイ人の生活向上に貢献

していくことは重要である。CETAPARが社会貢献の活動を継続できるように外部からの資金調

達を検討していく必要がある。 

 

３－４ 結 論 

本プロジェクトは2010年4月以降のCETAPAR移管後の体制構築に向けた日系農協中央会との協

議と、スムーズな移管を実現するための準備期間としてのCETAPARの基盤整備が同時に行われて

きた。前者については、移管後の管理運営計画書が作成され、今後は試験場業務実施規定を具体

化していく段階に達している。後者については、現時点ではまだ達成されていない活動がいくつ
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か残されているものの、それらはプロジェクト終了時までに完了する予定であり、移管後の業務

実施の準備がおおむね整いつつあるといえる。農業振興の拠点としての地域のニーズへの妥当性

は高く、またそのニーズに応えるサービスを提供する体制整備が終了時までに完了する予定であ

ることから十分な有効性が確認できた。適切な活動と投入の結果として期待するアウトプットの

産出が見込めることから、効率性も十分であった。その結果、上位目標の達成への貢献が期待で

きる体制がほぼ整っている。移管後の自立発展性については、移管準備の諸会合を通して組織面、

財政面、技術面での配慮がなされてきている。 

本プロジェクト終了までの約5カ月間は、残されたダイズ新品種の登録、認証取得、人材育成、

マニュアル作成などの活動を確実に完了させるとともに、移管のための最終準備に尽力されるこ

とが望まれる。 
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第４章 提 言 
 

（1）移管後のCETAPARの自立発展性 

移管後の財政面での自立発展性を強化するために、移管後の活動としては採算性の高い業務

を中心に具体的な準備が進められてきた。今後も引き続きパラグアイ東部地域のニーズに柔軟

に対応することが求められており、その他の技術開発、人材育成、技術普及、地域・社会貢献

などについても具体的な実施方法・資金獲得方法などを検討し、これらについても業務の継続

が期待される。そうすることにより広く地域に貢献できる機関としてその地位を更に確固たる

ものにしていくことが望まれる。 

 

（2）技術の維持及び更新のための取り組み 

有用な人材の再確保は困難な状況であり、技術移転を受けた人材が定着するような配慮が求

められる。さらに、築き上げた技術の維持や更新を可能にするためには、継続的な人材育成や

関連機関との連携が重要である。移管後においても、技術スタッフに対する技術更新の機会の

提供、大学やJIRCASなどの研究機関との連携などを促進していくことが望まれる。 
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第５章 団長所感 
 

（1）2005年4月から5年間の協力期間で実施してきた本プロジェクトの残余期間が半年を切ったタ

イミングで終了時評価を実施した。通常の二国間技術協力と同様に、PDMに沿って5項目評価を

実施した。評価結果の概要は第３章「終了時評価結果」に記載のとおり。 

 

（2）評価調査は日本側チームで行ったが、その結果についてはパラグアイ国農牧省に説明し、了

承を得た。本プロジェクトはCETAPARを日系農協の関連団体に移管するための準備という性格

をもつ点が特徴的であるが、プロジェクト活動のなかには農牧省と協力して行うものも含まれ

ており、同省内におけるCETAPARの認知度も高いせいか、評価結果についての協議は円滑に進

んだ。 

 

（3）農牧省のほかにもアスンシオン大学、SENAVE、CAPECO等のパラグアイ国内の機関、さらに

は日本の研究機関であるJIRCAS等ともCETAPARは関係を構築しており、まさにパラグアイの東

部地域を代表する試験研究機関としての地位を築き上げたとの印象を強くした。プロジェクト

の一環として適時に本邦及び第三国から短期専門家を投入したことに加え、シニアボランティ

ア等の他のJICAの協力とうまく連携できたことが、CETAPARの能力強化の面で効果を発現した

と思われた。 

 

（4）CETAPARの自立発展性にとって最も重要なのは人材であろう。長年の業務実施を通じ、組織

内に一定の人材は育ったとみてよいが、財団に移籍するスタッフが定着するか否かは移管後の

運営の成否を左右する条件である。また、JICAの技術協力プロジェクトの終了後も、スタッフ

が技術や知識を更新していける環境を整えることも検討されなければならない。この点に関し

て、JICAとしては必要に応じてボランティアの派遣などで対応することが望まれる。しかし、

それ以上に期待されるのは日本の研究機関との継続的な協力関係である。JIRCASが今後も農牧

輪換やダイズの品種改良といったテーマでCETAPARと共同研究を行う計画であることは、

CETAPARの将来にとって明るい材料といえる。 

 

（5）CETAPARの移管によって、JICAは試験場業務にピリオドを打つことになるが、JICAとパラグ

アイの日系社会との関係は新たな形をとって発展していくことが強く望まれる。JICAはパラグ

アイ東部地域を主たる対象に、小農の自立支援をめざしたプログラムを展開中であるが、

Nikkei-CETAPAR財団が運営する新CETAPARが、JICAのパートナーとしてこのプログラムに参加

してもらうことを積極的に働きかけていくべきであろう。そのためにも、CETAPARが当該地域

における農業振興の拠点として、今後も発展し続けていくことを期待したい。 
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(2009/10/15)
日数 月日 曜日 ①団長 ②計画調整 ③評価分析 ④通訳（ボリビア）/

⑤通訳（パラグアイ）
宿泊地

1 10/22 木 （移動）成田11:45→(JL010)
→9:15シカゴ13:00→
(JL5452)→17:05マイアミ
23:10→(AA922)→

③機中泊

2 10/23 金 （移動）→8:10サンタクルス
→オキナワ移住地
・プロジェクトチームとの打
合せ
・CETABOL調査①

③CETABOL

3 10/24 土 ・CETABOL調査② ③CETABOL
4 10/25 日 ・CETABOL調査③ ③CETABOL
5 10/26 月 ・CETABOL調査④ ③CETABOL
6 10/27 火 ・終了時評価報告書案

(CETABOL)作成
・報告書案を本邦に送付

④翻訳 ③CETABOL

7 10/28 水 ・終了時評価報告書案
(CETABOL)作成
・MM案作成

④翻訳 ③CETABOL

8 10/29 木 ・MM案作成 ④翻訳 ③CETABOL

9 10/30 金 （移動）オキナワ移住地→サ
ンタクルス17:00→(5L556)→
19:30アスンシオン

④翻訳 ③アスンシオン

10 10/31 土 ・CETAPAR調査① ①②機中泊
③イグアス

11 11/1 日 ・CETAPAR調査② ①②CETABOL
③イグアス

12 11/2 月 ・CETAPAR調査③
（移動）イグアス移住地→ピ
ラポ→ラ・パス→アスンシオ
ン

①②CETABOL
③アスンシオン

13 11/3 火 （移動）アスンシオン11:10
→(PZ702)→12:00コチャバン
バ14:45→(5L116)→15:15
ラ・パス

①②③ラ・パス

14 11/4 水 ④通訳/翻訳 ①②③ラ・パス
15 11/5 木 ④通訳/翻訳 ①②③ラ・パス
16 11/6 金 ④通訳/翻訳 ①②③ラ・パス

17 11/7 土 ①②③アスンシオン

18 11/8 日 ・団内協議
・終了時評価報告書案
(CETAPAR)作成

⑤翻訳 ①②イグアス
③アスンシオン

19 11/9 月 ・終了時評価報告書案
(CETAPAR)作成

⑤翻訳 ①②イグアス
③アスンシオン

20 11/10 火 ・終了時評価報告書案
(CETAPAR)作成

⑤翻訳 ①②エンカルナシオ
ン
③アスンシオン

21 11/11 水 ・団内協議（MM案等） ⑤翻訳 ①②③アスンシオン

22 11/12 木 ・MM協議、署名
・小農開発調査関連・新規技
プロ打合せ

⑤通訳/翻訳 ①②③アスンシオン

23 11/13 金 【予備日】・MM署名
・JICAパラグアイ事務所報告
・在パラグアイ日本大使館報
告
・小農開発調査関連・新規技
プロ打合せ
（移動）アスンシオン18:00
→(PZ712)→21:00サンパウロ
23:55→(JL047)→

⑤通訳 ①②③機中泊

24 11/14 土 ①②③機中泊
25 11/15 日

CETABOL：ボリビア農牧技術センター
MM：ミニッツ
CETAPAR：パラグアイ農業総合試験場

・報告書案検討、MM案作成（本邦にて対応）
・報告書改訂版、MM案を通訳に送付

・MM案作成（本邦にて対応）
・JICAボリビア事務所にMM案の送付
・農牧省へのMM案説明（JICAボリビア事務所にて対応）

南米農業総合試験場プロジェクト　終了時評価調査　日程案

（移動）ラ・パス8:30→(5L210)→9:30サンタクルス14:00→(PZ701)→16:30アスンシオン
・JICAパラグアイ事務所との協議（報告書内容確認・MM案等）

→
→13:10成田

・エンカルナシオン→アスンシオン
・団内協議（MM案等）

・団内協議
（移動）アスンシオン→イグアス移住地

・CETAPAR調査
・日系農協中央会との協議
・懇談会
（移動）イグアス移住地→ピラポ移住地
（移動）ピラポ移住地→ラ・パス移住地
（移動）ラ・パス移住地→エンカルナシオン

【予備日】・MM署名
・JICAパラグアイ事務所報告
・在パラグアイ日本大使館報告
（移動）アスンシオン18:00→(PZ712)→21:00サンパウロ
23:55→(JL047)→

・MM協議、署名
・資料整理

・Fundaciónとの協議
・懇談会
（移動）オキナワ移住地→サンタクルス19:00→(5L211)→
20:00ラ・パス
・農牧省からのコメント取り付け
・団内協議

（移動）成田11:45→(JL010)→9:15シカゴ13:00→(JL5452)
→17:05マイアミ23:10→
（移動）→8:10サンタクルス→オキナワ移住地
・プロジェクトチームとの打合せ
・CETABOL視察

・農牧省とMM署名
・JICAボリビア事務所報告
・在ボリビア日本大使館報告

・農牧省と協議
・農牧省と協議

・サンファン移住地視察
・オキナワ移住地視察



(2009/10/15)
No, Month/

Day
Days
of
Weeks

①Team Leader ②Planning Management ③Evaluation Analysis ④Interpreter（Bolivia）/
⑤Interpreter（Paraguay）

Place to Stay

1 10/22 Thu Narita11:45→(JL010)→
09:15Chicago13:00→(JL5452)
→17:05Miami23:10→(AA922)→

③Flying Overnight

2 10/23 Fri →08:10SC→Okinawa
・Meeting with project team
・Site survey in CETABOL①

③CETABOL

3 10/24 Sat ・Site survey in CETABOL② ③CETABOL
4 10/25 Sun ・Site survey in CETABOL③ ③CETABOL
5 10/26 Mon ・Site survey in CETABOL④ ③CETABOL
6 10/27 Tue ・Drafting the evaluation

report (CETABOL)
・Sending the draft report
to JICA HQ

④Translation ③CETABOL

7 10/28 Wed ・Drafting the evaluation
report (CETABOL)
・Drafting the MM

④Translation ③CETABOL

8 10/29 Thu ・Drafting the MM ④Translation ③CETABOL

9 10/30 Fri Okinawa→SC17:00→(5L556)→
19:30Asuncion

④Translation ③Asuncion

10 10/31 Sat ・Site survey in CETAPAR① ①②Flying
Overnight
③Yguazu

11 11/1 Sun ・Site survey in CETAPAR② ①②CETABOL
③Yguazu

12 11/2 Mon ・Site survey in CETAPAR③
Yguazu→Pirapo→La Paz→
Asuncion

①②CETABOL
③Asuncion

13 11/3 Tue Asuncion11:10→(PZ702)→
12:00Cochabamba14:45→
(5L116)→15:15La Paz

①②③La Paz

14 11/4 Wed ④
Interpretation/Translat
ion

①②③La Paz

15 11/5 Thu ④
Interpretation/Translat
ion

①②③La Paz

16 11/6 Fri ④
Interpretation/Translat
ion

①②③La Paz

17 11/7 Sat ①②③Asuncion

18 11/8 Sun ・Team Meeting
・Drafting the evaluation
report (CETAPAR)

⑤Translation ①②Yguazu
③Asuncion

19 11/9 Mon ・Drafting the evaluation
report (CETAPAR)

⑤Translation ①②Yguazu
③Asuncion

20 11/10 Tue ・Drafting the evaluation
report (CETAPAR)

⑤Translation ①②Encarnacion
③Asuncion

21 11/11 Wed ・Team Meeting ⑤Translation ①②③Asuncion

22 11/12 Thu ・Discussion on MM and
Signing MM
・Meeting regarding other
project

⑤
Interpretation/Translat
ion

①②③Asuncion

23 11/13 Fri 【Spare day】・Signing MM
・Reporting the results to
JICA Office
・Courtesy Call to the
Embassy of Japan
・Meeting regarding other
project
Asuncion18:00→(PZ712)→
21:00Sao Paulo23:55→
(JL047)→

⑤Interpretation ①②③Flying
Overnight

24 11/14 Sat ①②③Flying
Overnight

25 11/15 Sun

・Discussion with Fundacion
・Round-table conference
Okinawa→SC19:00→(5L211)→20:00La Paz
・Team Meeting

Narita11:45→(JL010)→09:15Chicago13:00→(JL5452)→
17:05Miami23:10→

→08:10SC→Okinawa
・Meeting with project team
・Visit to CETABOL

・Signing MM
・Reporting the results to JICA Office
・Courtesy Call to the Embassy of Japan

・Discussion on MM with Ministry of Agriculture

・Discussion on MM with Ministry of Agriculture

・Visit to Sanfan
・Visit to Okinawa

La Paz08:30→(5L210)→09:30SC14:00→(PZ701)→16:30Asuncion
・Meeting with JICA Office

→

→13:10Narita

・Encarnacion→Asuncion
・Team Meeting

・Team Meeting
Asuncion→Yguazu

・Site survey in CETAPAR
・Discussion with agricultural cooperative of
Japanese origin
・Round-table conference
Yguazu→Pirapo
Pirapo→La Paz

【Spare day】・Signing MM
・Reporting the results to JICA Office
・Courtesy Call to the Embassy of Japan
Asuncion18:00→(PZ712)→21:00Sao Paulo23:55→(JL047)→

・Discussion on MM and Signing MM
・Compiling Survey Contents

Final Evaluation for the Technology Center on Agriculture and Livestock in the Republic of Bolivia （CETABOL) and the Technology Center
on Agriculture in the Republic of Paraguay (CETAPAR)

・Drafting the evaluation report (CETABOL)
・Drafting the MM
・Sending the draft report and draft MM to
Interpreter
・Drafting the MM
・Sending the draft MM to JICA Bolivia Office
・Draft MM explanation to Ministry of Agriculture by
JICA Bolivia Office

Tentative schedule
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２．主要面談者リスト 

主要面談者リスト 

 

（1）日系農協中央会 

後藤 吉雅 会長（ラ・パス農協副組合長） 

井上 幸雄 総務理事（イグアス農協組合長） 

高橋 幸夫 財務理事（ピラポ農協組合長） 

伊藤 勉 前事業推進委員長代理（イグアス農協理事） 

 

（2）イグアス農協 

福井 一郎 イグアス地域振興協会会長 

 

（3）ラ・パス農協 

河野 敏 組合長 

溝際 慎司 職 員 

 

（4）ピラポ農協 

篠藤 豊 農協青年部 

 

（5）ラ・コルメナ・アスンセーナ農協 

仲森 栄二 組合長 

柴田 隆一 組合員/アスンシオン近郊 

宮本 浩一 副組合長/ラ・コルメナ移住地 

上杉 ジュン 組合員/ラ・コルメナ移住地 

 

（6）パラグアイ人小規模農家受益者 

Manuel CARRILLO サント・ドミンゴ地区野菜生産者 

Felix ALCARAZ サント・ドミンゴ地区野菜生産者 

 

（7）パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR） 

有賀 秀夫 場長/チーフアドバイザー 

池田 博司 次長/業務調整 

園田 八郎 総務班長 

堀田 利幸 業務班長 

干場 ケン Nikkei-CETAPAR スタッフ/分析班長（プロジェクト C/P） 
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（8）農牧省（MAG） 

José Argentino Mingo Rojas 次官（代理） 

Fronusco Vallejos 農業試験研究局（DIA）研究プログラム長 

Larissa Barboza Valleua 企画総局（DGP）アシスタント 

Edga huis Funes G 企画総局（DGP）技術コーディネーター 

Sloiia Biquetene 企画総局（DGP）アシスタントディレクター 

 

（9）在パラグアイ日本大使館  

藤本 和己 二等書記官 

 

（10）JICA パラグアイ事務所 

桜井 英充 所 長 

岩谷 寛 次 長 

藤城 一雄 職 員 

平田 眞 職 員 

後藤 ヘナロ ナショナルスタッフ 
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４．PDM ver.2 

PDM（プロジェクト・デザイン・マトリックス）ver. 2 
 

 

プロジェクト名：パラグアイ農業総合試験場（CETAPAR） 第 2 フェーズ  

対象地域：パラグアイ東部地域 国名：パラグアイ共和国 

ターゲットグループ：日系農協中央会/日系農協の役職員、対象地域農業従事者 協力期間：2005 年 4 月 1 日～2010 年 3 月 31 日 

（日系農家、パラグアイ小農）、パラグアイ農牧省職員・普及員 作成日：2007 年 12 月 19 日 

プロジェクトの要約 指  標 指標データ入手手段 外部条件 

上位目標 

 パラグアイ東部地域において持続

的な農業技術が普及される 

 

1. 2010 年の値を基準とするパラグアイ東部

地域における主要農畜産物の生産性が、

それ以降も基準値以上で安定的に維持さ

れる 

 

 国連食糧農業機関

（FAO）/パラグアイ

農牧省の農業統計 

 

・ パラグアイにおける

農業政策に大きな

変更がない 

・ 日系農協や関係機

関の方針が大きく変

更されない 

 
1. 認知度 

1）パラグアイ国から東部地域の農業振興機

関として認知される 

2）日系農協組合員の 50％以上が移管後の

CETAPAR の有用性を認識する 

 

1-1）公的認証機関証書 

パラグアイ側各機

関との協定書 

1-2）地域アンケート調査 

2. 機能性 

1）日系農協組合員の 25％以上が CETAPAR

の何らかのサービスを利用する 

2）日系農協組合員以外の農家への技術サ

ービス提供件数 

 

2-1）地域アンケート調査 

2-2）活動記録 

 

 

プロジェクト目標 

 パラグアイ農業総合試験場がパラ

グアイ国東部地域における農業振

興の拠点として基盤整備される 

3. 体 制 

1）移管後の試験場業務実施規定 

2）管理運営計画書（組織図、人員配置、予

算書） 

3） 1）、2）の移管先機関により承認される 

 

3-1）規定書 

3-2）管理運営計画書 

3-3）移管関係会議議事

録 

 

・ パラグアイ東部地域

の営農形態が大きく

変わらない 

アウトプット 

1. 地域に適した持続可能な畑作技術

が開発・実証される 

 

 

1） 開発または実証した技術に対し 50％の農

家が有用性を認識する 

 

 

1）地域アンケート 

 

 

 

・ パラグアイ国側の関

係諸機関の支援が

得られる 

2. 安定的な農業生産のための農家

支援サービスが行われる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-1）地域巡回を年 12 回以上実施、日系農協

組合員の 50％以上が情報提供サービス

に満足する 

2-2）日系農協各地域において実施した講習

会等開催数と参加人数（各講習項目の

参加率が 30％以上） 

2-3）日系農協各地域における営農情報の提

供（年 12 回以上、日系農協組合員全員

への提供） 

2-4）日系農協を通じて地域に紹介された技

術・情報の利用率（組合員農家の 20％が

紹介された技術・情報を営農に活用する）

2-5）日系農協地域土壌診断率（50％以上、うち

80％以上の農家がサービスに満足する）

2-6）小農への対応実績 

 

2-1）活動記録、地域ア

ンケート 

2-2）活動記録、農協で

の集計 

2-3）農協での調査集計 

2-4）地域アンケート 

2-5）分析戸数、アンケ

ート 

2-6）対応実施記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 試験場が検査、分析が行える公的

認証機関として登録される 

 

 

 

 

 

 

3-1）取得した認証科目（種子検査、作物品種

検定等） 

3-2）養成した業務実施に必要な人材、各業務

最低 1 名となる 

3-3）業務を実施するための明文化されたシス

テム（人員配置、各機関との連携含む）、

各種マニュアル 

 

3-1）各種証書・協定書 

3-2）人員の配置 

3-3）作成書類 

 

 

 

 

 

 

4． 移管後運営のための業務実施体

制が整えられる 

4-1）種子生産、分析業務、認証業務、苗木生

産業務の収益業務に関する採算計画

書、年間実施計画書が策定される 

4-2）業務実施に必要な養成した人材、各業務

最低 1 名となる 

4-3）業務を実施するための明文化されたシス

テム（人員配置、各機関との連携含む）、

各種マニュアルが設置される 

4-1）作成書類 

4-2）人員の配置 

4-3）年間計画書、マニ

ュアル 
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投 入  

・ 日系農家の営農形

態が大きく変わらな

い 

・ 異常気象が発生し

ない 

・ 病害虫が発生しな

い 

・ 農牧輪換システム

に使用される肥育素

牛（交雑牛）が安定

して供給される 

・ 認定制度に大きな

変更がない 

 

 

 

 

 

 

 

 

活 動 

1-1 ダイズ新品種の育成・導入選定を

行う 

1-2 ダイズ・コムギについて地域適応性

試験を実施する 

1-3 不耕起栽培におけるダイズ・緑肥

作物の輪作体系を開発するための

試験を実施する 

1-4 ダイズ・コムギに対する効率的な防

除技術を開発するための調査・試

験を実施する 

1-5 テラロッシャ土壌地帯における農牧

輪換システムを確立するための試

験を実施する 

1-6 土壌診断を基にした土壌管理技術

を実証する 

 

2-1 現場のニーズに対応するための試

験場の体制づくりを行う 

2-2 地域課題に対する指導を行う 

2-3 地域からの要請に応じた小農に対

する支援活動を実施する 

 

3-1 公的認証制度を調査する 

3-2 公的認証実施に必要となる体制を

整える 

3-3 認証を取得する 

 

4-1 種子生産体制を整備する 

4-2 分析業務の実施体制を整備する 

4-3 認証業務を実施する(種子検査、品

種検定） 

4-4 苗木生産業務を実施する 

 

日本側 

1． 専門家派遣 

 長期専門家 

 場長/チーフアドバイザー 

次長/業務調整 

 短期専門家 

 必要に応じ 

2． 研修員受入れ 

 本邦及び第三国 

3． 機材供与 

 携行機材として整備 

4． 土地（設置済み） 

 本場 115 ha 

 分場 56 ha 

5． 施設（設置済み） 

 本館、車庫、研究棟、温室、種子用サ

イロ、宿舎、他 

6． プロジェクト要員の配置 

7． プロジェクト運営の経費 

 

パラグアイ側 

1． 派遣専門家及び携

行機材に対する特

権免除の付与 

2． カウンターパートの

配置 

 日系農協役職員 

前提条件 

 

・ 日系農協中央会が

パラグアイ農業総合

試験場の移管を引

き受けることが変更

されない 

 



PO

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
1-1 ダイズ新品種の育成・導入選定を行う

1-1-1 新品種を育成するための交配・世代促進を行う 系統育成のための材料の作出

1-1-2 新品種を育成するための個体選抜・系統選抜を行う

1-1-3 育成系統の病害抵抗性を検定する（茎かいよう病、斑点病等） 育成系統の抵抗性の確認

1-1-4 生産力検定試験を実施する（農牧省との共同試験を含む） ダイズ有望系統を10選定する

1-1-5 育成材料の品種登録を行う 品種登録3系統

1-1-6 育成品種のパンフレット類を作成する パンフレット作成

1-1-7 ダイズの有用種選抜、育種のための人材を養成する 1名の人材養成

1-2 ダイズ・コムギについて地域適応性試験を実施する

1-2-1 試験場内で品種地域適応性試験を実施する 地域ごとの比較試験結果

1-2-2 ラ・パス、ピラポ地域において品種地域適応性試験を実施する 品種播種時期比較結果

1-2-3 試験結果を取りまとめる

1-3 不耕起栽培におけるダイズ・緑肥作物の輪作体系を開発
するための試験を実施する

1-3-1 新規導入緑肥作物の生育特性を把握する

1-3-2 目的に応じた有効な緑肥の組み合わせ試験を実施する
（CETAPAR、ラ・パス、ピラポ）

活　　動
年度スケジュール

2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

CETAPAR選定のダイズ・コムギ
品種栽培普及率30％以上

有望緑肥作物の選定
（3品種）

到達目標



1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
活　　動

年度スケジュール
2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

到達目標

1-3-3 ダイズ・緑肥作物輪作体系における各緑肥作物が土壌に及ぼ
す影響（効果）を明らかにする

1-3-4 輪作の一作物としてのコムギ新品種の生産力検定を行う 有望なコムギ品種の選定

1-3-5 地域に適した目的別輪作モデルを取りまとめる 輪作モデルの提案

1-3-6 新規導入作物（コムギ新品種含む）の特性検定のための人材 1名の人材養成
を養成する

1-4 ダイズ・コムギに対する効率的な防除技術を開発するための
調査・試験を実施する

1-4-1 地域栽培ダイズ主要品種の病害虫発生程度を把握する 定期情報の発信

1-4-2 定点調査を基にした主要病害虫に対する発生予察を実施する 地域ごとの病害虫発生データ

1-4-3 重要病害虫（難防除病害虫）の効率的防除方法を確立する

防除マニュアル等の作成
1-4-4 病害虫診断、防除に対応できる人材を育成する 1名の人材養成

1-5 テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システムを確立
するための試験を実施する

1-5-1 ダイズ畑へのギニアグラスの導入による交雑肉牛の増体 牛肉生産840kg/ha草地
調査を行う

1-5-2 ギニアグラス草地からの転換畑におけるダイズ・飼料作物 ダイズ3ｔ/ha
の収量を調査する

1-5-3 牧草/ダイズ飼料作物体系における土壌物理化学性調査を行う 土壌状況の動向

1-5-4 牧草/ダイズ飼料作物体系における土壌小動物調査を行う 土壌微生物の動向

1-5-5 農牧輪換が土壌に及ぼす影響（効果）を明らかにする 土壌条件の改善

農薬効果比較試験結果に基づ
く農薬効能データ



1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
活　　動

年度スケジュール
2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

到達目標

1-5-6 導入冬期用一年生飼料作物（エンバク、イタリアングラス）
の適応性調査を行う

1-5-7 転換による経済効果を取りまとめる 転換経営評価

1-5-8 地域に適した農牧輪換営農モデルを取りまとめる 経営シミュレーションの作成

1-5-9 地域ごとに農牧輪換モデル農家を設置する イグアス、ラ・パス、ピラポ各1戸

1-6 土壌診断を基にした土壌管理技術を実証する

1-6-1 各地域において土壌診断の結果問題のあった農地において
土壌改良実証圃試験を実施する

1-6-2 試験結果を取りまとめる

2-1 現場のニーズに対応するための試験場の体制づくりを行う

2-1-1 地域の現状のニーズを把握する 定期巡回の年12回以上実施
（定期地域巡回/連絡会の実施）

2-1-2 CETAPAR内での現場情報の共有を図る 会議における各班の発表

2-1-3 ニーズに基づいた活動計画を作成（修正）する

2-2 地域課題に対する指導を行う

2-2-1 計画に基づいた講習会、地域巡回、現地技術参観会等を実施する 巡回、講習会、参観などの開催

2-2-2 農家、農協からの要請への対応を随時行う 要請対応

2-2-3 地域農家へ情報を発信する 情報発信

分析値を基にした土壌改良指
導マニュアル

分かりやすい診断表/土壌改善
テキスト

ダイズ裏作優良冬期飼料作物
の選抜



1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
活　　動

年度スケジュール
2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

到達目標

2-3 地域からの要請に応じた小農に対する支援活動を実施する

2-3-1 地域における小農支援計画に参加する 要請対応

2-3-2 小農支援に資するため、野菜種子などの生産を行う 種子供給

2-3-3 小農支援のための講習会への講師の派遣等を行う

3-1 公的認証制度を調査する

3-1-1 各種認証制度を調査する 調査の実施

3-1-2 業務量を分析し、採算性を検討する 採算性の検討

3-1-3 公的認証のうちCETAPARに適した実施可能な公的認証業務 公的認証業務の決定
を決定する

3-2 公的認証実施に必要となる体制を整える

3-2-1 実施業務に対応したラボの整備を実施する 資機材の調達

3-2-2 ラボ以外の現場実施体制を整備する 人員の配置

3-2-3 認証業務実施のための業務別実施マニュアルを作成する 各種マニュアル

3-2-4 ラボ、現場試験業務実施のための人材を育成する 人材育成

3-3 認証を取得する

3-3-1 必要な手続きを行い認証を取得する 公的認証の取得



1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
活　　動

年度スケジュール
2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

到達目標

4-1 種子生産体制を整備する

4-1-1 地域のニーズに合った種子生産計画を作成する 生産計画

4-1-2 計画に基づき各種、各段階の種子を生産する 種子の生産
（ダイズ、コムギ、緑肥作物種子）

4-1-3 生産した種子を供給する 種子の供給

4-1-4 種子生産に関する人材を養成する 人材の養成

4-2 分析業務の実施体制を整備する

4-2-1 潜在需要を調査する 調査の実施

4-2-2 場内の一般業務を勘案したうえでの分析業務計画を作成する 分析業務計画

4-2-3 受注業務を実施する 業務の開始

4-2-4 分析業務に関する人材を養成する 人材の養成

4-3 認証業務を実施する（種子検査、品種検定）

4-3-1 潜在需要を調査する 調査の実施

4-3-2 年間計画を作成する 年間計画

4-3-3 受注業務を実施する 業務の実施



1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4
活　　動

年度スケジュール
2005 2006 2007 2008 2009

実績計画

到達目標

4-4 苗木生産業務を実施する

4-4-1 潜在需要を調査する 調査の実施

4-4-2 年間計画を作成する 年間計画

4-4-3 苗木生産業務を実施する 業務の実施
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終了時評価グリッド 

1．実績の確認 

項 目 プロジェクトの要約/計画 必要な情報 データ入手手段 実  績 

1．専門家派遣 

1) 長期専門家（場長/チーフ

アドバイザー、次長/業務

調整） 

2) 短期専門家（必要に応じ） 

1） 長期専門家については、プロジェクト期間を通して場長/チーフアドバイザー、次長/業務調整の 2

分野で延べ 4 名が継続的に派遣されている。 

2） 短期専門家については、2009 年 10 月までに農牧輪換システム経営評価、肥料成分分析、農薬成

分分析、種子検査の分野で 4 名の専門家が派遣された。 

2．研修員受入れ 

  本邦及び第三国 

日系農業組合の幹部 4 名が「農業協同組合運営」の本邦研修に参加した。また、C/P2 名が「種子検査

に係る PCR 検査手法等の技術習得」研修をブラジルで受講した。 

3．機材供与 

  携行機材として整備 

別表のとおり総額 5,270 万円相当の機材が供与された。すべての機材が稼働している。管理台帳が作

成され、機材が置かれている班が責任者となり管理している。通常利用による管理、定期的なメンテナ

ンスが行われている。 

4．土地（設置済み） 

  本場 115ha/ 分場 56ha 

計画どおり配置されている。 

5. 施設（設置済み） 

本館、車庫、研究棟、温室、

種子用サイロ、宿舎、他 

計画どおり配置されている。 

6．プロジェクト要員の配置 2009 年 10 月 1 日現在は総務班に 5 名、業務班に 5 名、合計 10 名のプロジェクト要員が配置されてい

る。また、作業員として 18 名が雇用されている。 

日 本 側

の投入 

7．プロジェクト運営の経費 

プロジェクト提

供資料・情報 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

2009 年 10 月 27 日までに合計 3 億 2,734 万 5,416 円がプロジェクト運営経費として投入された（プロジ

ェクト要員の人件費を含む）。 

1．派遣専門家及び携行機材に

対する特権免除の付与 

計画どおり実施されている。 パラグア

イ 側 の

投入 2．C/P の配置 

  日系農協役職員 

プロジェクト提

供資料・情報 

資料レビュー、

専門家聞き取

り - 2007年4月にプロジェクト要員であった3名の研究員（技師）が（2010年3月期限。うち1名は2008

年 6 月に退職）、2008 年 8 月には同プロジェクト要員 1 名が日系農協中央会に移籍した。また2008

年 5 月に経理（渉外含む）スタッフ 1 名が Nikkei-CETAPAR に配置された。また 2008 年 10 月には

退職した畑作試験研究・普及のスタッフの代替要員 1 名が採用された。2009 年 10 月現在上記の

合計 5 名が日系農協中央会に所属し、プロジェクトの技術 C/P となっている。 

活 動 実

績 

1-1 ダイズ新品種の育成・導

入選定を行う 

プロジェクト提

供資料・情報 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 新品種の選抜が行われ、系統ごとに病害虫や生産力の検定が行われた。2008 年 12 月に非遺伝

子組み換え 2 系統の種子局への品種保護登録が行われ、2009 年 9 月には非遺伝子組み換え 3

系統、遺伝子組み換え 2 系統の種子局への品種保護登録を申請している。 

- ダイズ育種(作物)担当者の退職(2008 年 6 月)により、有用種選抜及び育種のための人材を新たに

養成している。 

- 育成品種のパンフレットは現在作成中であり、プロジェクト終了前に完成する予定である。 
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1-2 ダイズ・コムギについて地

域適応性試験を実施する 

- 試験場内でダイズは CRIA（地域農業研究センター）と、コムギは CRIA 及び CAPECO（パラグアイ

油糧穀物輸出協会）との協力試験として地域適応試験を実施した。また、ラ・パス、ピラポでは管

轄農協と共同で地域適応試験を実施した。 

- 新品種の導入等により栽培品種が多岐にわたっており、CETAPAR 選定ではなく Dia de Campo 

（試験場公開日）等において推奨する形式をとった。 

- 引き続き農協営農指導員との連携を強化しながら試験が継続実施される予定である。 

1-3 不耕起栽培におけるダイ

ズ・緑肥作物の輪作体系を

開発するための試験を実

施する 

- 冬期に栽培可能な緑肥による展示圃を CETAPAR 内及びラ・パス、ピラポ地域に設置した。また、

特に問題のある畑では緑肥による被害軽減効果の小規模試験を実施した。有望な新規緑肥とし

てベニバナ、アマ、ルーピン、緑肥用ダイコン等を選定した。 

- 農牧省と連携を行い市場に登録される前のコムギについて生産力検定を継続的に行っている。 

- 2008 年から CAPECO との共同試験を実施中。旱魃等の影響で輪作に係る試験結果を得られなか

ったため、継続実施を検討している。 

- 作物（育種・種苗生産）担当者の退職（2008 年 6 月）により、新規導入作物の特性検定のための人

材を新たに養成している。 

1-4 ダイズ・コムギに対する効

率的な防除技術を開発す

るための調査・試験を実施

する 

- 2005 年 12 月のダイズ作より、冬作（コムギ、ナタネ、マイス）も含めほぼ周年の地域巡回(作物モニ

タリング)をイグアス、ラ・パス、ピラポ地域で実施した。アマンバイにも年2回程度の巡回を実施し、

その都度情報を発信した。しかしながら、病害虫発生予察をできる環境(定点調査の体制)及び技

術レベルまでには至っていない。発生予察の実施に係る人員配置、機材設置等の定点調査の体

制を検討する技術者の確保が困難であった。作物モニタリングを継続実施する。 

- 定点調査はフェーズ 2 実施期間中は実施していない。発生予察については、2009 年 12 月にブラ

ジルから短期専門家を招へいし、実施方法を検討する予定である。 

- ダイズ主要病害のなかでも特に防除が困難なさび病について、市販殺菌剤を用いた予防・防除効

果試験を実施した。ダイズの主要病害である茎かいよう病、炭腐れ病、さび病について、

CETAPAR 試験圃場並びに農家圃場において、その発生消長を定期的に観察した。コムギの主要

病害であるさび病に対する各種殺菌剤を用いた防除効果試験を実施した。 

- 病害虫担当者を養成した。短期専門家の指導によりウイルス診断法を習得する(予定)。 

 

1-5 テラロッシャ土壌地帯にお

ける農牧輪換システムを確

立するための試験を実施

する 

  

- ギニアグラスの導入による交雑肉牛の増体調査やギニアグラス草地からの転換畑におけるダイ

ズ・飼料作物の収量調査が行われ、良好な結果が得られた。 

- 牧草/ダイズ飼料作物体系における土壌物理化学性調査については、土壌の化学性は農牧輪換

区による改善が確認できたが、物理性については分析に時間を要しており結果が得られておら

ず、分析が継続実施されている。 

- 牧草/ダイズ飼料作物体系における土壌小動物調査が実施された。小動物の消息数は畑作連作

土壌に少なく、農牧輪換区土壌に多く確認できた。 

- 農牧輪換が土壌に及ぼす影響（効果）について調査が行われた。農牧輪換により作物残渣量が

増え、土壌微生物の生存環境が改善されて、土壌条件の改善傾向が確認できた。 

- 導入冬期用一年生飼料作物（エンバク、イタリアングラス）の適応性評価が行われた。品種比較に

より、適正品種が明らかになった。 

- 転換による経済効果が調査された。農牧輪換区の収量は作物連続区と比較して高かったことから

転換による経済効果が確認できた。 
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- 地域に適した農牧輪換営農モデルを取りまとめるべく、2007 年にコンサルタントと地域農家調査を

実施した。調査結果を基にして経営シミュレーションを作成したが普及できる内容に達していない。

普及可能なモデルとするためには、更に長期間の試験データ等が必要となることから、プロジェク

ト期間内の完成は困難であり、JIRCAS（独立行政法人国際農林水産業研究センター）との共同研

究の継続が必要。 

1-6 土壌診断を基にした土壌

管理技術を実証する 

- イグアス、ピラポ、ラ・コルメナ、アスンシオン近郊において、土壌改良実証圃試験を実施した。試

験結果を取りまとめたものを現地技術参観会等で発表した。 

- また、作物モニタリングの実施時に作物生育等に問題のある圃場の土壌をサンプリングし分析を

行い、その結果をそれぞれの地域の土壌診断と土壌管理のための基礎データとして活用した。 

- 土壌改善は圃場ごとで改善する要因(輪作による有機物量の改善、肥料購入費の確保、旱魃等の

収量減による農家経営の不安定)が多岐にわたることから個別対応による指導を実施し、マニュア

ル等の作成は実施しないこととした。よって土壌改良指導マニュアル、土壌改善テキストは作成し

ていない。 

2-1 現場のニーズに対応する

ための試験場の体制づくり

を行う 

- 地域の現状のニーズを把握するため、夏作、冬作を通して 1～2 回/月の頻度で調査を実施した。

おおむね地域の状況を把握することができた。 

- CETAPAR は連絡･調整の担当者を各日系農協ごとに定め主要作物の定期的モニタリングの実施

と、結果と対処法の伝達、地域課題を解決するための試験・調査等の実施、農協(ピラポ、ラ・パス)

が設置した実証展示圃場の管理指導等を実施し、現場の要望に沿ったニーズへの対応を各組合

と共同で実施できる体制が CETAPAR と各農協間に確立した。 

- 2008 年 7 月から分野ごとの班編成(4 班)から総務班と業務班の 2 班体制とし週に 1 回の打合せを

実施し活動の計画の調整や出張報告を行ったことからスタッフ間の業務調整や情報共有が向上し

た。 

2-2 地域課題に対する指導を

行う 

- 地域巡回は、イグアス、ピラポ、ラ・パスへ夏作、冬作を通して 1～2 回/月の頻度で実施した。アマ

ンバイは年 2 回程度の巡回を実施し、その都度情報を発信した。講習会は、実証圃試験において

随時実施した。ダイズ、コムギ、トウモロコシ、ヒマワリ等の展示圃を CETAPAR に設置して、作物

ごとに現地技術参観会(試験場公開日)を開催した。 

- 定期的に実施している地域モニタリングを通じ、適宜現場での指導を行い、その場で判断できない

ものについては CETAPAR ラボラトリで究明し、速報として各農協に対応策につき連絡を行った。

各地域での問題に対応するひとつの手段として、農協青年部または農業研究グループとの共同

試験を現場で実施し、その結果を通じた指導を行った。 

2-3 地域からの要請に応じた

小農に対する支援活動を

実施する 

- 小農への技術指導を行うため、CETAPAR 内にトマト、メロン、ステビアのほか小農が栽培している

多品目の野菜の実証展示圃場を設置し、現地技術参観会(試験場公開日)を開催した。 

- 小農の土壌分析及びセンチュウ検査、栽培技術相談、病害虫防除相談に適宜対応した。 

- また、農牧省普及局地方事務所や地方行政(市役所)等からの要請に応じ、イグアス地域以外の

パラグアイ人小農の病害虫防除、栽培技術の問題解決のため、現場指導や講習会への講師派遣

を適宜行った。 

- メロン、トマトの品種の種子の配布、栽培方法や種子の自家採取法の講習実施、野菜の現地技術

参観会の開催、土壌分析・センチュウ検査、栽培技術相談、病害虫防除相談への適宜対応、講師

の派遣などを実施した。 
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- イグアス地域振興協会にメンバーとして参加し、CETAPAR 周辺地域の小農支援を行った。 

- 青年海外協力隊員の活動を通して小農支援に寄与するために農村部で活動する隊員に対して農

業事情、ガラニー語教室、CETAPAR の活用法等の研修会を実施するとともに、協力隊員と連携し

た JOCE ネットーワークづくりを行った。 
3-1 公的認証制度を調査する - 認証制度に関し調査を実施した。 

- 土壌等の依頼分析について依頼数をシミュレーションし採算性を検討した。 

- 公的認証のうち、CETAPAR に適した実施可能な公的認証業務として、主要穀物種子の種子検

査、肥料成分分析、品種登録検定(検定試験場として実施)、農薬成分分析、ダイズ種子の組み換

え遺伝子混入率検査、ウイルス検査を決定した。 

3-2 公的認証実施に必要とな

る体制を整える 

- 効率的なラボ運営のためにラボ業務を 1 つの施設に集約した。 

- 新たに日系農協中央会、農協、農家、関係機関からの要望により農薬成分分析及びダイズ種子

の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査を実施することとなり、2009 年度に同分析・検査に

必要な機材(クロマトグラフィ等)を整備した。  

- 品種登録検定業務に必要な人員を配置した。 

- 認証業務実施のための業務別実施マニュアルの作成については、依頼分析・検査数の増加に対

応してマニュアル作成までに至らなかった。未作成マニュアルの整備が行われる予定。 

- ラボ、現場試験業務実施に必要な技術者、技能者、補助員を配置し人材を育成しているところで

ある。 

3-3 認証を取得する - 取得済み：種子検査、肥料成分分析、品種登録検定(検定試験場として実施)、農作物の病害虫検

査、殺虫剤の効果検定 

- 取得予定：農薬成分分析、ダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査 

- 新たな業務である農薬成分分析及びダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査に

ついて、2009 年 10 月から 12 月に派遣の短期専門家の指導を受けてから認証を取得する(予定)。 

4-1 種子生産体制を整備する - 地域のニーズに合った種子生産計画を作成するために、各地域での実態調査が行われた。その

結果、コムギ、ダイズ種子生産は各農協ごとに行われているものの手法にかなりの差があり、日

系農協全体での種子生産体制を検討する必要がある。 

- ダイズは当面は CETAPAR 圃場でのイグアス地域に限定した種子生産とし、育種で作出した品種

を各地域での生産能力検定の結果により流通を検討することとした。 

- コムギは、CRIA /CAPECO で作出した新しい品種を CETAPAR で増殖し原種としてイグアス、ピラ

ポ、ラ・パス、アマンバイに供給した。 

- 2009 年に優良な種子生産のために必要な機材（種子保存用サイロ、種子収穫用コンバイン、消毒

機、穀物輸送タンク、GPS 石灰・肥料散布機）を調達した。 

- 種子生産(作物・育種)担当技術者の退職(2008 年 6 月)により、新たな担当者を養成している。 

4-2 分析業務の実施体制を整

備する 

- 分析業務の潜在需要の調査を行った。当国の農家・業者等が国外(ブラジル)の分析機関へ依頼し

ているケースが多く把握が困難であった。パンフレット配布による宣伝並びに講習会等で土壌等の

分析の必要性について説明を行い、また口コミでCETAPARの依頼分析の評価が上がり依頼数が

増加している。 

- 依頼分析を開始してから、他分析機関と比べて迅速かつ正確との評判が上がり依頼数は増加し

ており、依頼者からの聞き取りからも潜在需要はかなりの量があると推測される。 
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- 2007 年 4 月から土壌等の分析の受注業務を開始した。 

- 分析業務に関する技師を養成した。 

- 肥料成分の分析及び検定の技術向上のために第三国専門家による指導を実施した。 

- 新たな業務である農薬成分分析及びダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査に

ついては、2009 年 10 月から 12 月に派遣の短期専門家による指導で技術を取得する。 

- 収益性を考慮したうえで、依頼数の増加に伴う人員配置あるいは依頼分析項目の絞り込みを検討

する。 

4-3 認証業務を実施する(種子

検査、品種検定） 

- 4-2 と同様に認証業務の潜在需要調査を行った。 

- 2008 年 3 月から肥料成分検定、種子検査の受注業務を開始した。 

- 収益性を考慮したうえで、依頼数の増加に伴う人員配置あるいは依頼分析項目の絞り込みを検討

する。 

4-4 苗木生産業務を実施する - 2006 年に潜在需要を調査した段階ではマカダミアナッツの需要が見込めたが、2008 年の聞き取り

調査では著しい需要の減少が判明した。 

- 年間を通じたマカダミアナッツの苗木生産を計画し、マカダミアナッツの苗木生産を実施した。2008

年にイグアス農協にマカダミアナッツ 741 種の苗木を分譲した。 

- 需要調査による需要の減少が判明したこととイグアス日本人会の苗木生産業務が拡充されている

ことから、移管後の収益性が見込めないとの結論により 2009 年で苗木生産業務を中止することを

決定した。 

アウトプット 1：地域に適した持続可能な畑作技術が開発・実証される アウトプ

ットの達

成状況 

1） 開発または実証した技術に

対し 50％の農家が有用性

を認識する 

1-1）地域アン

ケート 

資料レビュー、

専門家、受益

者への聞き取

り 

 

- 持続可能な畑作技術としてプロジェクトで開発・実証を試みた技術は以下の 6 項目である。 

① ダイズの新品種 

新品種（非遺伝子組み換え 5 系統、遺伝子組み換え 2 系統）の種子局への品種保護登録の申請が

行われた。そのうち 2008 年度に申請した非遺伝子組み換え 2 系統は品種保護登録が完了した。残

りの品種の保護登録もプロジェクト実施中に完了する予定である。それらの新品種は2009年度中に

実施する Dia de Campo で農家に紹介する予定である。 

② ダイズ・コムギの地域適応試験により CETAPAR 選定のダイズ・コムギ品種を普及 

各種地域適応試験が実施された。新品種の導入等により栽培品種が多岐にわたっているため、

CETAPAR 選定ではなく試験場公開日等において推奨する形式をとっている。コムギについては、農

牧省/CAPECO との連携により市場に登録される前に地域適応試験を実施し登録された優良品種

の原種の種子増殖を CETAPAR で実施し日系農協に供給した。また、Dia de Campo や各農協で開

催の展示圃参観日で推奨品種を紹介した。 

③ 不耕起栽培におけるダイズ・緑肥作物の輪作体系 

各種試験の実施により、有望な新規緑肥を選定し生育特性等の情報を農家に提供した。また、ダイズ・コ

ムギの生産力検定が継続的に行われている。それらの技術を活用して土壌改善の指導を行っている。 

④ ダイズ・コムギに対する効率的な防除技術 

地域巡回（作物モニタリング）を実施しその都度病害虫発生状況等に関する情報を速やかに各日系

農協に発信し適正な農薬散布を指導した。また、ダイズの主要病害である茎かいよう病、炭腐れ

病、さび病、コムギの主要病害であるさび病の予防・防除効果試験、発生消長の観察が行われた。

それらの試験結果の情報を提供した。 
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⑤ テラロッシャ土壌地帯における農牧輪換システム 

ダイズ畑へのギニアグラスの導入による交雑肉牛の増体調査とギニアグラス草地からの転換畑に

おけるダイズ・飼料作物の収量調査が行われ、良好な結果を得た。また、土壌微生物の動向や土壌

条件の改善についても調査が行われ、良好な結果が出ている。転換による経済効果も確認できて

いる。しかし、土壌の化学性の改善は確認できたものの物理性については分析に時間を要しており

結果はまだ得られていない。物理性の分析は 2010 年 1 月には完了する予定である。 

⑥ 土壌診断を基にした土壌管理技術 

各農家の土壌分析の結果に土壌改良対処内容を付記して土壌改良の指導を行った。また、土壌診

断の結果により問題があった農地において土壌改良実証圃試験を実施し、展示圃参観会を通して

土壌管理技術の概念を普及した。 

- これらのうち、既に農家への普及の段階に至っている技術においては、巡回モニタリング、土壌診

断、Dia de Campo などにより普及が行われている。各農家の生産物、営農形態、地域、規模など

によって必要な農業技術は異なることから、すべての技術が同様に有用だと感じられているわけ

ではないが、これらの機会を活用している農家においては、技術面・コスト面などから適用可能な

ものを選択し、営農改善に活用していることが確認できた。 

アウトプット 2：安定的な農業生産のための農家支援サービスが行われる 

2-1）地域巡回を年 12 回以上実

施 、 日 系 農 協 組 合 員 の

50％以上が情報提供サー

ビスに満足する 

2-1 ） 活 動 記

録、地域アンケ

ート 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

 

- イグアス、ピラポ、ラ・パス、アマンバイ、ラ・コルメナ、アスンシオン近郊への地域巡回(作物モニタリ

ング等)が行われた。その回数は毎年 4 地域で合計12 回以上となっている。巡回の際にはその都度

情報を発信している。また、講習会の実施や農協との共同試験などを通して情報発信が行われた。 

地域巡回実施回数 

年 度 イグアス ピラポ ラ・パス アマンバイ
ラ・コルメナ、

ｱｽﾝｼｵﾝ近郊
合 計 

2005 年度 5 3 3 2 1 14 

2006 年度 9 12 11 1 3 36 

2007 年度 13 10 10 4 3 40 

2008 年度 9 9 9 - 4 31 

2009 年度※１ 7 6 6 1 3 23 

出所：プロジェクト報告書 

注） ※1：2009 年度は 9 月末日までの実績回数。 

- 情報提供サービスには、地域巡回の際の情報提供、作物モニタリング速報、夏作及び冬作の作

物モニタリング報告会、Dia de Campo 等での品種特性、資材(土壌改良剤、農薬等)試験、緑肥展

示による情報提供、『農協だより』への技術情報、試験成果概要説明会などがある。各農家が必

要に応じてこれらの情報提供サービスにアクセスできる体制は整っており、提供される情報のなか

から活用できるものを選択して実際に活用している。 

2-2）日系農協各地域において

実施した講習会等開催数と

参加人数（各講習項目の参

加率が 30％以上） 

2-2 ） 活 動 記

録 、 農 協 で の

集計 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 各種講習会の開催実績と参加人数については、「付属資料 8：セミナー・研修開催実績」に示すと

おりである。 

- 日系農協各地域で実施した講習会の項目は、土壌及び病害虫対策を含む夏作、冬作、野菜、農

牧輪換であった。各日系農協ごとの組合員の参加率は、以下のとおりである。 
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各講習項目の参加実績 

 イグアス ピラポ ラ・パス アマンバイ 
コルメナ・アスンセナ

（CAICA）農業協同組合 

夏 作 ○ ○ ○ ○ ― 

冬 作 ○ △ △ ○ ― 

野 菜 ― ― ― ― ○ 

農牧輪換 ○ △ ○ × ― 

  注） ○：参加率 30％以上、△：参加率 25％程度、×：参加率 20％以下、－：対象外 

- 儲け率から夏作のダイズは関心が高いが、冬作（コムギ、トウモロコシ）は一般的に関心が低く、

30％に達しない地域もあったが、25％程度の参加を得ている。 

- アマンバイの農牧輪換の講習会については、畜産をやっている農家が少ないため参加数が少な

かった。 

2-3）日系農協各地域における

営農情報の提供（年 12 回

以上、日系農協組合員全

員への提供） 

2-3）農協での

調査集計 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 2-1 で示すように、年間 12 回以上実施されている地域巡回の際に情報提供が行われている。さら

に組合員全員に配布される各『農協だより』にも必要な情報を提供しているほか、作物モニタリン

グ速報は、インターネットと農協の掲示板に掲載している。 

2-4）日系農協を通じて地域に

紹介された技術・情報の利

用率（組合員農家の 20％

が紹介された技術・情報を

営農に活用する） 

2-4）地域アン

ケート 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 成果 1 で示した技術やその他の情報が、成果 2 の指標 2-1 で示すようなさまざまな方法で日系農

家に提供されている。指標 2-5 で示すように、土壌診断サービスだけでも既に 88％の農業に従事

する日系農協組合員が活用していることから、本指標は達成されているといえる。 

 

2-5）日系農協地域土壌診断率

（50％以上、うち 80％以上

の農家がサービスに満足

する） 

2-5 ） 分 析 戸

数、アンケート

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

 

- 各日系農協別の土壌分析戸数は以下のとおりである。（実施戸数/農業従事戸数※） 

イグアス： 70/82（組合員 90） 

ピラポ： ７8/85（組合員 143） 

ラ・パス：  70/80（組合員 132） 

アマンバイ： 7/ 9（組合員 20） 

CAICA： 29/34（組合員 38） 

合計 254/290 ＝ 88％ 

注）※：各農協の組合員のうち農業従事戸数。 

- 土壌診断を受けた農家は 88％に達している。 

- 診断を受けた各農家は結果を基に施肥や土壌改良のための指導を受けている。分析結果に基づ

く指導に満足している農家もあるが、必ずしも指導のとおりに土壌改良のための投入ができない農

家もあり、状況はさまざまである。また、すぐに土壌改善の結果が分かるものではないため、サー

ビスの満足度を測るのは困難である。しかし、土づくりが重要であるという農家の認識が向上して

いる結果として診断率が 80％以上であることや、分析後の結果通達までの時間が短くなりサービ

スが改善されたことなどから、満足度は向上していると考えられる。 
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2-6）小農への対応実績 2-6）対応実施

記録 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

 

- 小農に対する技術研修を毎年 3 回（2007 年度は 5 回）実施している。研修実績の詳細は「付属資

料 8：セミナー・研修開催実績」を参照のこと。 

- 研修に参加したパラグアイ人小規模農家は、基礎的な農業技術に関する知識を得る機会へのア

クセスが非常に限られているなかで、CETAPAR の技術研修は大変有意義であると感じていること

が確認できた。 
アウトプット 3：試験場が検査、分析が行える公的認証機関として登録される 

3-1）取得した認証科目（種子検

査、作物品種検定等） 

3-1 ） 各 種 証

書・協定書 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 取得済み、及び取得予定の科目は以下のとおり。 

 取得済み：種子検査、肥料成分分析、品種登録検定(検定試験場として実施)、農作物の病

害虫検査、殺虫剤の効果検定 

 取得予定：農薬成分分析、ダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査 

- 新たな業務である農薬成分分析及びダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイルス検査に

ついて、2009 年 10 月から 12 月に派遣の短期専門家の指導を受けてから認証を取得する予定で

あるが、プロジェクト終了までにすべての認証を取得予定である。 

3-2）養成した業務実施に必要

な人材、各業務最低 1 名と

なる 

3-2）人員の配

置 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 各業務に人員が配置され、養成がおおむね完了している。農薬成分分析とウイルス検査について

は、短期専門家の指導で現在人材の養成中である。 

3-3）業務を実施するための明

文化されたシステム（人員

配置、各機関との連携含

む）、各種マニュアル 

3-3）作成書類 資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 2009 年 10 月現在は Nikkei-CETAPAR 財団運営準備委員会が中心となって 1）移管後の試験場業

務実施規定、2）管理運営計画書（組織図、人員配置、予算書）について具体的な内容が決定され

ている。 

- 認証業務については業務別実施マニュアルを作成しており、作成実績は以下のとおりである。 

① 種子検査：既存のマニュアルあり。 

② 肥料成分分析：前プロジェクトで作成したものを一部変更。  

③ 品種登録検定：既存のマニュアルを一部変更予定。 

④ 農作物の病害虫検査：既存のマニュアルを一部変更予定。 

⑤ 殺虫剤の効果検定：既存のマニュアルを一部変更予定。 

⑥ 農薬成分分析：短期専門家とともに作成予定。 

⑦ ダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査：短期専門家とともに作成予定。 

⑧ 種子のウイルス検査：短期専門家とともに作成予定。 

- これらのマニュアルは、プロジェクト終了までに完成する予定である。 

アウトプット 4：移管後運営のための業務実施体制が整えられる 

4-1）種子生産、分析業務、認

証業務、苗木生産業務の

収益業務に関する採算計

画書、年間実施計画書が

策定される 

4-1）作成書類 資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 種子生産計画については、各農協ごとに行われている種子生産手法に差があるため日系農協全

体での種子生産体制を検討中である。 

- 分析・認証業務については、採算計画が作成された。年間実施計画書についても財団運営準備

委員会によって作成済みである。 

- 苗木生産計画については、2009 年で苗木生産業務は中止することが決定されている。 

 

4-2）業務実施に必要な養成し

た人材、各業務最低 1 名と

なる 

4-2）人員の配

置 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 認証分野で育成中の人材（農薬成分分析及びダイズ種子の組み換え遺伝子混入率検査、ウイル

ス検査）以外では、種子生産の技術者については 2008 年 6 月に退職した人材の後継者を養成中

である。それ以外では人材養成が完了している。  
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 4-3）業務を実施するための明

文化されたシステム（人員配

置、各機関との連携含む）、

各種マニュアルが設置される 

4-3）年間計画

書、マニュアル

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 公的認証以外の業務実施マニュアルの作成状況は以下のとおりである。 

① 種子生産：作成済み。 

② 土壌分析：前プロジェクトで作成済み。 

③ 飼料分析：作成予定。 

④ 病害虫防除：前プロジェクトで作成したものを一部改訂。  

- これらの作成中のマニュアルは、プロジェクト終了までに完成予定である。 

パラグアイ農業総合試験場がパラグアイ国東部地域における農業振興の拠点として基盤整備される 

1.認知度 

1）パラグアイ国から東部地域

の農業振興機関として認

知される 

2）日系農協組合員の 50％以

上が移管後の CETAPAR

の有用性を認識する 

1-1）公的認証

機関証書、パ

ラ グ ア イ 側 各

機関との協定

書 

1-2）地域アン

ケート調査 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

1) 各日系農協との活動のほかに、農牧省の予算措置不足による普及部門等の停滞から農牧省と

の良好な関係は継続しながら、2007 年の各公的機関（SENAVE：国家品質・植物防疫・種子サー

ビス局、FCA/UNA：国立アスンシオン大学農学部）及び関係団体（CAPECO）との相互協力協定

の締結によるプロジェクト活動の推進、民間業者からの委託試験の実施、各種公的認証の取得、

各種分析・検査業務の実施、地域振興協会を通した小農支援活動の実施により、農業振興機関

としてほぼ認知されるに至った。 

2) 第 2 フェーズ開始 1 年後に「CETAPAR 移管対策委員会」が「CETAPAR 運営委員会」として改称、

実質的な移管後運営をにらんだ組織としての活動を開始し、各日系農協において認識度が高ま

りつつある。2010 年 2 月の各日系農協の総会で運営計画を説明して承認を受けることで、最終的

に本指標の達成度が確認できる。 

2. 機能性 

1）日系農協組合員の 25％以

上がパラグアイ総合農業

試験場の何らかのサービ

スを利用する 

2）日系農協組合員以外の農

家への技術サービス提供

件数 

2-1）地域アン

ケート調査 

2-2）活動記録

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

1) 各地域への作物モニタリング等の普及活動や土壌・種子等の分析・検査サービスを提供してい

る。土壌分析のサービスは既に 88％が利用しており、本指標は達成しているといえる。 

2）  日系農協以外の農家へのサービス提供実績は以下に示すとおりである。 

分析項目 数量（件） 

土壌分析 1,917 

肥料成分分析 1,383 

種子検査 892 

石灰分析 10 

飼料分析 368 

病害診断 207 

タンパク質含有量 66 

根粒菌 8 

合 計 4,851 

* 件数は、2009 年 9 月までの実績 

プロジェ

クト目標

の 達 成

状況 

3. 体 制 

1）移管後の試験場業務実施

規定 

2）管理運営計画書（組織図、

人員配置、予算書） 

3）1）、2）の移管先機関により

承認される 

3-1）規定書 

3-2）管理運営

計画書 

3-3）移管関係

会議議事録 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 第 2 フェーズ開始 1 年後に｢CETAPAR 移管対策委員会｣が｢CETAPAR 運営員会（のちに

Nikkei-CETAPAR 運営委員会）｣に改称し体制について協議した。協議結果は 2008 年 5 月に JICA

本部に提出された無償譲渡申請書に移管後の基本的な運営・事業計画案として記載されている。

そ の 後 、 2009 年 初 頭 に 運 営 資 金 の 多 様 化 を 目 的 に 財 団 化 と す る こ と が 決 定 さ れ 、

「Nikkei-CETAPAR 運営委員会」は「Nikkei-CETAPAR 財団運営委員会」と改称し、同年 6 月その

委員のうち 3 名により「Nikkei-CETAPAR 財団運営準備委員会」が立ち上げられた。 

- 財団運営準備委員会が中心となって左記 2)について具体的な内容が決定された。 
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- 1）は今後具体的に作成される予定。 

- 最終的に 2010 年の各日系農協総会において組合員に説明され、承認を受けることとなっている。 

パラグアイ東部地域において持続的な農業技術が普及される 上 位 目

標 の 達

成状況 
2010 年の値を基準とするパラ

グアイ東部地域における主要

農畜産物の生産性が、それ以

降も基準値以上で安定的に維

持される 

国連食糧農業

機 関 （ FAO ） /

パ ラ グ ア イ 農

牧省の農業統

計 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 参考までに近年の主要農畜産物の生産性の推移を確認すると、各生産物とも上昇傾向にあること

が分かる。一方、2008/2009 年には旱魃の影響があるなど、天候の影響による収量の低下も発生

している。 

主要農畜産物の生産性（単位：kg/ha） 

農畜産物 地 域 2005/2006 2006/2007 

全  国 1,727 2,500 
ダイズ 

東部地域 - 2,500 

全  国 1,699 2,500 
コムギ 

東部地域 - 2,500 

全  国 3,000 3,095 
コ メ 

東部地域 - 3,095 

全  国 2,683 2.907 
トウモロコシ 

東部地域 - 2,920 

全  国 41 50 
サトウキビ 

東部地域 - 50 

全  国 9,982,932 10,456,001 
牛肉（単位：頭） 

東部地域 6,312,860 6,567,646 

出所：農牧省 DCEA（農牧統計局）2006-2007 年農畜産物生産統計(Síntesis Estadística Producción 

Agropecuaria) 

 

2．実施プロセス 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ入手手段 調査結果 

活 動 の

実績 

活動は計画どおりに実施されて

いるか 

PO、活動進捗 資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- PO に示されるとおり、すべての活動がほぼ計画どおりに実施されている。 

- 畑作技術の開発・実証の分野では、不耕起栽培の有効な緑肥に関する試験や、農牧輪換システ

ムの確立のための各種調査やモデル作成において、計画以上の時間を要している。 

- 病害虫の発生予察については、2009 年 12 月に短期専門家を招へいし検討される予定である。 

プロジェ

クトの実

施体制 

 

 

 

 

プロジェクトの実施体制は適切

に機能しているか 

 

 

実施体制図な

ど 

 

資料レビュー、

専門家、C/P、

プロジェクト要

員、日系農協

中央会聞き取

り 

- 本プロジェクトの目的が 2010 年 3 月の CETAPAR 移管後の体制構築にあることから、移管先の日

系農協中央会との移管後の体制構築に向けた協議と、スムーズな移管を実現するための準備期

間としてのプロジェクト実施が同時に行われている。 

- 移管後の Nikkei-CETAPAR に係る事項の年度計画の策定については、Nikkei-CETAPAR 運営委

員会、同事業推進委員会が常に参画している。 
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関係者間のコミュニケーション

は適切にとられているか 

JCC その他の

会合開催実績

資料レビュー、

専門家、C/P、

プロジェクト要

員、日系農協

中央会聞き取

り 

- 移管準備については、Nikkei-CETAPAR 運営委員会や Nikkei-CETAPAR 事業推進委員会、財団

運営準備委員会（2009 年 6 月から）、各地域の課題の把握や具体的な事業の実施については、各

農協の営農推進委員会（2007 年から）とは十分なコミュニケーションをとる体制がとられた。また

CETAPAR では各地域の担当スタッフを配置し、円滑なコミュニケーションを図った。 

- 各農家からは、第 2 フェーズに入り CETAPARのスタッフが各地域を巡回して指導するようになって

からはスタッフとのコミュニケーションが改善し、現在では電話などを通じて必要に応じた支援を受

けられるようになったとの声が多く聞かれた。 

- 移管準備に係る協議に参加してきた日系農協の役員からは、協議におけるコミュニケーションの

問題はないとのことであった。Fundación の運営に加わることとなった FECOPROD（生産者協同組

合連合会）や UNICOOP（ユニコープ国内農協中央会）とのコミュニケーションもスムーズであるとの

こと。 

実施機関や C/P のプロジェクト

に対する認識は高いか 

各活動への取

り組み状況 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 2010 年 3 月の移管後の体制についての協議はフェーズ 2 開始当初から始まったものの、移管後

の体制が具体化されていない段階では本プロジェクトの実施に対しては日系農協中央会の関与

は少なかった。Nikkei-CETAPAR 運営委員会などで業務移管に関する検討がなされるなかで、移

管後に実施される業務が抽出され、それらの業務の実施を可能にするための体制整備が行われ

ている。2007 年からはプロジェクト要員のうち 3 名が中央会に移籍、その後も徐々に中央会所属

の C/P を配置し、移管後に Nikkei-CETAPAR が実施する業務の体制構築が行われてきた。 

 

適切な C/P が配置されている

か 

C/P 配置状況

と活動実績 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- C/P は元プロジェクト要員が日系農協中央会に移籍した人材であり、CETAPAR において技術移

転を受けてきていることから、必要な技術や知識を有しており、適切な C/P であるといえる。また、

早くに日系中央会に移籍した人材は移管後も CETAPAR での業務を継続することが確定している

ことから、プロジェクト期間中の効率的な能力強化が可能となった。 

技 術 移

転 の 方

法 

技術移転の成果が確認できる

か、方法に問題はなかったか 

各成果の達成

状況、モニタリ

ン グ の 結 果 、

関係者の所感

資料レビュー、

専門家、C/P、

プロジェクト要

員、日系農協

中央会聞き取

り 

- 専門家や短期専門家による指導、第三国研修により必要な技術移転が行われた。 

- プロジェクト要員からは、専門家からはおおむね十分な技術習得ができたという意見が聞かれた。

CETAPAR のスタッフは日本語が分かるため効果的にできた。また、研修などの機会を通して必要

な技術移転が十分行われた。 

- 特に分析・試験の分野で CETAPAR に配置された専門家は他の専門家に比べてもよい専門家で、

大変ためになったとのことである。 

ターゲッ

トグルー

プ や 関

係 組 織

の 参 加

度 

各関連機関や対象住民がプロ

ジェクトの活動に十分に参加し

ているか 

各活動への参

加実績、関係

者の所感 

専門家、C/P、

プロジェクト要

員、日系農協

中央会、受益

者聞き取り 

- 当初の CETAPAR の活動は独自の試験研究が主であったが、移管後の CETAPAR の存在意義を

検討するなかで農家の役に立つ事業を実施することが重要であるとされ、地域モニタリングや実

証試験の実施など、農家に対する実践的な活動へ移行したことにより、CETAPAR と農家間の距

離が改善された。地域モニタリングの実施回数、現地実証展示圃への民間業者の参加数、Dia de 

Campo の参加者数、土壌等分析業務の実施数はすべて着実に増加している。 

- 近年、非日系人によるサービスへの依頼が増加している。FECOPROD や UNICOOP が参加するこ

となどからも CETAPAR が広く認知されていることが分かる。 

中 間 評

価 の 提

言のフォ

ローアッ

プ 

①PDM の変更 専門家、C/P、

日系農協中央

会聞き取り 

- 2007 年 12 月に PDM バージョン 2 の合意が取り交わされ、その後はバージョン 2 に沿ってプロジェ

クトが実施されている。 
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②移管先機関による先行事業実施実現への支

援 

専門家、C/P、

日系農協中央

会聞き取り 

- 下記の事業の段階的先行移管が既に開始されている。 

1) 「優良種子の生産」「植林用苗木生産」「土壌・植物体分析」業務（2007 年 4 月から開

始） 

2) 「受託作物試験」業務（2008 年 1 月から開始） 

3) 「種子検査」業務（2008 年 3 月から開始） 

 

③関係機関間の連絡強化、意見統一の促進 専門家、C/P、

日系農協中央

会聞き取り 

- 2008年6月に移管後の業務の実施方法の具体案、実施体制の具体案、業務を実施するための人

材と処遇の具体案が策定されるなど、移管に向けての意見統一が促進されている。 

 

3．評価 5 項目 

（1）妥当性 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ収集方法 調査結果 

プロジェクトは対象地域・社会

のニーズに合致しているか 

関 連 文 書 ・ 資

料、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- CETAPAR が位置する東部地域はパラグアイ国の基幹産業である農業において主な生産物であ

るダイズ・コムギ等の生産地域であり、プロジェクト目標である農業振興の拠点として基礎整備さ

れることは、対象地域・社会のニーズに合致している。また、プロジェクトが実施しているパラグア

イ人の小農支援活動についても社会のニーズが高い。 

必要性 

ターゲットグループのニーズに

合致しているか。 

関 連 文 書 ・ 資

料、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- CETAPAR は移管後も農家のニーズに応じたサービスを提供するための体制整備や技術開発を

行っており、地域の農家のニーズに合致するような努力がなされている。 

- 個人農家では営農しながら新しい技術の導入のための実験や研究を実施していくのは難しいた

め、技術開発機関としての需要は高い。しかし、必要な技術のニーズは地域によって異なり、すべ

ての地域で共通して技術が活用できるわけではないことも確かである。 

プロジェクトは当該国の開発政

策との整合性はあるか 

プロジェクト資

料、政策・計画

文書 

資料レビュー、

専門家聞き取

り調査 

- パラグアイ国の 2009 年から 2018 年の農業戦略（Marco Estratégico Agrario 2009-2018）のなかで

は農業の生産性の向上や技術サービスの向上が謳われている。CETAPAR では独自の活動や農

牧省の出先機関との連携による活動で農業技術の向上や技術サービスの提供に取り組んでお

り、同戦略に貢献しているといえる。  

優先度 

日本の援助政策・国別事業実

施計画との整合性はあるか 

日本の援助政

策、国別事業

実施計画等 

資料レビュー、

JICA 事務所聞

き取り調査 

- CETAPAR を日系農協中央会に移管することは、JICA の対パラグアイ協力における基本方針の 1

つである「開発パートナーとしての日系社会の活用」と整合している。また、援助重点課題の 1 つで

ある貧困対策について、CETAPAR では大部分が貧困状態にあるとされる小農の支援も行ってお

り、援助方針に沿った活動であるといえる。 

手段とし

て の 適

切性 

プロジェクトは開発課題に効果

を生む手段として適切だったか 

実績の検証結

果、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 本プロジェクトは CETAPAR の移管を適切に行うことを目的としている。フェーズ 2 の実施中には移

管後どのような業務を実施していくかを検討し、選定された業務が適切に実施されるように技術の

向上を行っており、目標達成やCETAPARの有効利用、さらに地域のニーズに対応する手段として

適切であるといえる。 
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 ターゲットグループの選定は適

切かつ十分であったか 

実績の検証結

果、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- CETAPAR がプロジェクト化される前は日系農家を対象とした JICA 直営の指導農場であったが、

本プロジェクトのターゲットグループは日系農家のみならず東部地域の小農を含んでいる。東部地

域全体の農業振興に貢献するためには小農への支援も必要であり、ターゲットグループの選定は

適切であるといえる。小農への支援を行うための体制整備〔野菜栽培指導スタッフの育成、JOCV

（青年海外協力隊）との連携など〕や、技術支援の提供を行っている。 

他ドナーや他の JICA 事業との

連携・デマケは明確に示されて

いるか 

他 ド ナ ー 関 連

事業の関連文

書、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会、JICA 事務

所 聞 き 取 り 調

査 

- 農業・農村開発分野の JOCV に対し、JOCV のニーズに合わせて適宜農業及び畜産の技術指導

を行っている。また、各地方の農村現場で活動している JOCV に対して赴任前の研修会や定期的

な会合の開催によるCETAPARとJOCVの相互補完を目的としたネットワーク（JOCEネットワーク）

の構築を通した小農支援が検討されている。 

- JOCV シニアボランティアが CETAPAR に派遣され、技術指導が行われている。CETAPAR ではパ

ラグアイ人小規模農家への支援活動を実施していくにあたり野菜栽培指導を的確に行えるスタッ

フが不足しているが、シニアボランティアの指導によりスタッフのスキルアップを図るなど、シニアボ

ランティアが重要な役割を果たしている。 

- SENAVE、FCA/UNA、CAPECO と相互協力協定を締結しており、各種農業実験やサービスの提供

などにおいて補完し合っている。その他、DIA（農業試験研究局）/CRIA、DIPA（畜産試験研究局）、

JIRCAS、FIA/UNE（国立エステ大学農学部）、ＩＡＮ（国家農業研究所）、イグアス地域振興協会な

どと協力した活動を実施している。 

- アスンシオン大学・エステ大学などとの協定による学生受入れや共同研究など、連携をしている。 

その他 

プロジェクトで導入した技術（技

術移転の内容）はプロジェクト

の効果を発現させるために妥

当であったか 

実績の検証結

果、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会、受益者聞

き取り調査 

- プロジェクトで導入した技術は以下のように実証され、普及されている。 

・ 他機関との連携で実施した「テラロッシャ地帯土壌分析手法」を統一するための試験が取り

まとめられ、この手法が統一分析手法として採用された。 

・ 植物寄生性センチュウに対する拮抗植物を使った防除効果を明確にし、農家技術としてパラ

グアイの農業雑誌や講演会を通じて広報した。特にクロタラリアを輪作体系に組み込んだ生

態的防御技術は、簡易に行える農家技術として普及している。 

・ CETAPAR で育成し種子局に品種登録したトマト、メロンはパラグアイ人小規模野菜農家に

人気が根強い。需要に応じ種子の配布、栽培技術、トマト種子の自家採取技術の普及を行

っている。 

・ 被覆資材利用によるトマトの栽培技術の普及を図ってきたが、徐々に取り入れる農家が増

加しており、普及効果が認められている。 

・ ダイズの裏作物としてベニバナを導入し、土壌中の養分のリサイクル率が最も高いことが確

認され、日系移住地を中心に広く栽培されている。 

・ 土壌改良剤（農用石灰）の適正利用技術を開発し、技術が普及されている。 

・ ダイズ畑劣化土壌においてコロニアル草を使った農牧輪換技術実証試験を実施し、拮抗効

果が実証され、技術を普及している。 

・ 日系農協と共同で主要作物の各作期ごとのモニタリングを実施しており、その作期における

病害虫の予防・防除の啓発と、次期作の防除計画策定の有効な手段として普及している。 
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 中間評価以降、プロジェクトをと

りまく環境（政策、経済、社会な

ど）の変化はないか 

プロジェクト資

料、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 2008 年 4 月の大統領選挙で約 60 年ぶりの政権交代となった。 

 

（2）有効性 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ収集方法 調査結果 

プロジェクト目標は達成され

るか 

実績の検証結

果 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- プロジェクト目標の達成状況で示したとおり、CETAPAR の認知度は向上しており、ニーズの高い

サービスの提供機関としての機能はおおむね整っており、実施体制は今後更なる具体化が必要

な部分もあるものの大枠は整備されてきている。よって、プロジェクト終了時までのプロジェクト目

標の達成見込みは高いといえる。 

プロジェクト

目標の達成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクト目標達成の阻

害・貢献要因は何か 

実績の検証結

果、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

プロジェクト要

員、日系農協

中央会聞き取

り調査 

貢献要因 

① プロジェクト目標達成及び移管後も重要となる事業に必要な種子生産用施設と農薬成分検定の機材の

整備（110 万ドル）を日本側から、種子生産サイロ（36 万ドル）を各日系農協が出資し、整備したこと。 

② SENAVE との関係を強化し、検定を開始したことで、サービスの信頼性が向上した。 

③ アスンシオン大学との協定により人材育成面で貢献したことで、CETAPAR の国内での認知度や

信頼性が向上した。 

④ 45 年間の実績により、築き上げられたパラグアイ国内での地位 

阻害要因 

① 人事の影響 

- ダイズ・コムギ関連試験並びにダイズ品種育成を担当している作物班の 3 名が退職したた

め、作物関係の試験、交配育種・品種選抜等を行う担当者の育成に時間を要した。 

- 種子生産事業担当の職員が日系農協に転身したため、後任を新規採用し、農牧省種子局な

どにおける種子生産にかかわる技術研修に時間を要した。 

② 気象的要因 

- 2008 年 11 月中旬から 2009 年 1 月下旬までのダイズ育成期間に長期にわたり続いた記録的

な旱魃気象が、夏期試験作物の生育に多大な影響を及ぼし、減収（一部収穫不能）と著しい

品質低下を招いたことから、試験研究に不可欠な品種特性、収量性などの主要なデータが得

られなかった。また、ダイズ品種の育成と種子生産事業にも旱魃気象が大きな影響を及ぼ

し、収量や品質の低下により、収穫不能があった。 

- 2009 年 9 月上旬に強風雨があり、生育後期にあったコムギが倒伏し回復しなかったため、計

画していた CETAPAR の主要イベントの 1 つであるコムギの Dia de Campo が中止となった。 

③ 政治的要因 

- 2008年の政権交代により、関係省庁に大幅な人事異動が発生し、CETAPARと業務協力を結

んでいる関係省庁の業務実施に遅滞が生じ、CETAPAR との業務にも影響が生じた。 
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 ④ 社会的要因 

- 第 2 フェーズ開始時点において、ドイツからのパラグアイへの農業移住が推進されており、そ

の基幹作物としてマカダミアナッツの大規模生産計画が立てられ、苗木の需要が大きく見込

まれていたことから、CETAPAR では、Nikkei-CETAPAR への移管後事業の 1 つとして、マカダ

ミアナッツの育苗事業に取り組んできた。2008 年の政権交代により｢土地なし農民による個人

所有地への不法侵入｣問題が顕在化したため、ドイツからの新規移住者の入植が中止状態

になり、マカダミアナッツ生産計画も頓挫した。また、イグアス日本人会が実施している植林用

育苗事業も本格的な生産体制が整備され、多種の苗木生産に対応できるレベルが整ってき

た。このなかでマカダミアナッツの育苗部門も育成され、今後、近隣の需要に応え得る生産が

開始されることになった。このため、CETAPAR におけるマカダミアナッツ苗木生産事業は、イ

グアス日本人会が継続することとし、CETAPAR での生産は取りやめることとした。 

アウトプットはプロジェクト目

標を達成するために十分で

あったか 

実績の検証結

果 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- アウトプットは農業技術面、農家支援サービスの実施面、試験場の体制の整備、移管後の運営体

制の整備といった点から CETAPAR が農業振興の拠点としての基盤整備に必要な要素を網羅して

いることから、プロジェクト目標達成にあたり十分であったといえる。 

パ ラ グ ア イ 側

の関係諸機関

の支援が得ら

れているか 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 第 2 フェーズでは関係機関と協定を結ぶなど、特に連携を推進してきており、必要な支援が得られ

た。 

成果とプロジ

ェクト目標達

成の因果関

係 

アウトプットからプロジェクト

目標に至るまでの外部条件

は現時点においても正しい

か、外部条件の影響があっ

たか 

新たな外部条

件の有無 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

特になし。 

 

（3）効率性 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ収集方法 調査結果 

アウトプット

の産出 

アウトプットの産出状況は

適切か 

実績の検証結

果 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 成果 1、成果 2 については、CETAPAR が技術開発を行ってきたもののなかにはダイズの新品種や

農牧輪換のモデルなどまだ普及の段階に至っていないものもあるが、特に病害虫防除や土壌診

断などは巡回モニタリングなどの農家支援サービスを通して普及している。それらのサービスの有

用性を認める声が高い一方、各農家の生産物、営農形態、地域、規模などによって必要な農業技

術は異なることから、すべての技術が同様に有用だと感じられているわけではない。しかしこれら

の機会を活用している農家においては、技術面・コスト面などから適用可能なものを選択し、営農

改善に活用していることが確認できた。 
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- 成果3については、まだ認証の取得途中である科目や、人材育成の途中である技術項目、作成途

中のマニュアルがあるが、終了時までにはすべてにおいて、完了する予定となっている。 

- 成果 4 については、種子生産の実施計画は作成途中であるが、その他の移管後業務については

財団運営準備委員会によって実施計画が作成された。人材養成やマニュアルの作成では未完了

の分野があるが、終了時までの完了をめざして作業が進められている。 

アウトプットを産出するため

に十分な活動であったか 

実績の検証及

び実施プロセ

スの分析結果

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- 移管後の業務を選択し、移管後当初の業務には含まれない活動もあるが、おおむね必要な活動

が十分に行われてきた結果として、上記のようなアウトプットの産出に至っている。 

日系農家の営

農形態が大き

く変わっていな

いか 

- 栽培面積や規模の変化は若干あるが大きな変化はない。 

異常気象が発

生 し て い な い

か 

- 2008 年 11 月中旬から 2009 年 1 月下旬までのダイズ育成期間に長期にわたり続いた記録的な旱

魃気象が、夏期試験作物の生育に多大な影響を及ぼし、減収（一部収穫不能）と著しい品質低下

を招いたことから、試験研究に不可欠な品種特性、収量性などの主要なデータが得られなかっ

た。また、ダイズ品種の育成と種子生産事業にも旱魃気象が大きな影響を及ぼし、収量や品質の

低下により、収穫不能があった。 

- 2009 月 7 月に霜の被害によりコムギが減収となった。 

- 2009 年 9 月の強風雨ではコムギに被害が発生した。 

病害虫が発生

していないか 

- 特に大きな病害虫の発生はない。 

農牧輪換シス

テ ム に 使 用 さ

れる肥育素牛

（交雑牛）が安

定 し て 供 給 さ

れているか 

- 農牧輪換がまだ普及の段階でないため、素牛の供給が必要な状況にはなっていない。 

活動とアウト

プット産出の

因果関係 

活動からアウトプットに至る

までの外部条件は現時点

においても正しいか、外部

条件の影響はあったか 

認定制度に大

きな変更がな

いか 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 特に変更はない。 

投入のタイミ

ング・質・量

活動を行うために過不足な

い量・質の投入が、タイミン

グよく実施されたか 

投入の実績及

び実施プロセ

ス の 分 析 結

果、関係者所

感 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 十分な投入が必要なタイミングに行われた。 
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（4）インパクト 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ収集方法 調査結果 

プロジェクトの効果として上

位目標の発現が見込まれ

るか 

実績の検証結

果 

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- パラグアイ東部地域の生産性は基本的には向上傾向にあるが、旱魃などの自然の影響を受けた

年には減収となっている。 

- CETAPAR はプロジェクト実施を通して移管後もニーズの高い種子生産や分析業務を中心に東部

地域の農業振興に貢献する体制が整いつつある。その他の分野の技術開発については、具体的

な実施計画の作成には至っていないものの、将来的にニーズの高い分野では引き続き技術の開

発・実証を行い、農家の営農改善に貢献することが検討されている。また、FECOPROD や

UNICOOP が Nikkei-CETAPAR 財団の運営に参加することになり、CETAPAR の影響力は更に強

まることが期待できる。よって、今後も異常気象が発生した年には影響は避けがたいが、基本的な

生産性の向上には十分に貢献していくことが期待できる。 

上位目標達

成の見込み

上位目標の達成を阻害す

る要因の有無 

実績の検証及

び実施プロセ

スの分析結果

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 移管後は、事業の実施による財団の自己収益以外では、日系農協中央会の拠出金、関係団体・

機関の支援金、個人の助成金等を運営資金とするため、旱魃等の気候変動による生産性の低下

や農業政策の変化から、それら運営資金の確保が困難となれば CETAPAR の機能は低下し、上

位目標達成への貢献を阻害する要因となり得る。 

上位目標とプロジェクト目標

は乖離していないか 

実績の検証結

果 

資料レビュー、

専門家聞き取

り 

- CETAPAR は 30 年以上の業務を通して農業技術センターとしての地位を確立してきており、広く東

部地域の農家や関連機関から周知されている。日系農家のための機関であるという認識が一般

的であるものの、政府関連機関との連携による技術開発や、広くパラグアイ人小規模生産者に対

する技術普及も実施してきており、対象を日系農家だけにとどめない事業が実施されてきた。

FECOPROD や UNICOOP が参画したことで、CETAPAR は更に広く認識・活用されることが予想さ

れ、その影響力は更に拡大されることから、十分に上位目標達成に貢献できるといえる。 

パ ラ グ ア イ 東

部地域の営農

形態に大きな

変化がないか

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

- 旱魃傾向であるため、対策として農牧輪換や複合経営への変化をプロジェクトが推進してきた。上

位目標達成に影響を与えるような営農形態の変化は特にない。 

上 位 目 標 と

プロジェクト

目標の因果

関係 

プロジェクト目標から上位

目標に至るまでの外部条件

は現時点でも正しいか、外

部条件が満たされる可能性

は高いか 

新たな外部条

件の有無 

専門家、C/P、

日系農協中央

会 聞 き 取 り 調

査 

特になし。 
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政策の策定と

法律・制度・基

準などの整備

への影響の有

無 

ジェンダー、人

権 、 貧 富 、 社

会 ・ 文 化 的 側

面への影響の

有無 

波及効果 上位目標以外の正負のイ

ンパクトは生じたか 

その他の影響

の有無 

専門家、C/P、

日系農協中央

会、受益者聞

き取り調査 

正のインパクト 

- CETAPAR の農業総合試験場としてのインパクトとしては、日系農家の営農改善への貢献が大き

い。しかしこれは、CETAPAR の長年の業務を通して可能となったインパクトであり、第 2 フェーズの

みのインパクトとはいい難い。一方、第 2 フェーズに入り、CETAPAR のスタッフが各地域の巡回モ

ニタリングを開始したことで、それまでほとんどなかった各農家への直接的な指導が可能になった

結果であるところが大きい。本プロジェクトの農家への聞き取り調査では、3 年前から巡回指導を

受けるようになり、農薬の指導を受け、無駄のない営農・経営ができるようになった、土壌分析によ

り病害虫（センチュウ）の対策ができるようになった、などの具体的な効果が聞かれた。 

- 第 2 フェーズでは SENAVE、FCA/UNA、CAPECO との相互協力協定を締結するなど関連機関との

連携を強化してきたが、それにより CETAPAR の認知度が向上する効果があった。 

負のインパクト 

- 本調査では特定されなかった。 

 

（5）自立発展性 

評価設問 

大項目 小項目 
必要な情報 データ収集方法 調査結果 

プロジェクト終了後も政策

支援が継続するか 

農牧省及び中

央会の政策、

計画、動向 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- パラグアイ政府との協力関係は移管後も継続されることが期待できる。 政 策 ・ 制 度

面 

関連規制、法制度は整備さ

れているか 

必要な法制度

の整備状況 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- 移管に関するパラグアイの法律については、問題がないことが確認されている。 

協力終了後も活動を継続す

るための組織能力はあるか 

人材配置、意

思決定プロセ

ス 、 実 施 体 制

などの整備状

況 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- 受け皿機関の日系農協中央会は、移管後の運営資金の多様化を図るために、Nikkei-CETAPAR

財団設立を決定した。財団設立の手続きは現在実施中であり、既に内務省に申請書を提出してい

る。 

- Nikkei-CETAPAR 財団運営委員会にパラグアイの有力な農協組織連合会である FECOPROD（31

農協で構成）及び UNICOOP（8 農協で構成）の代表者が参画することが決定されており、他の関連

機関との関係の強化、サービスの拡大、INBIO（農業バイオテクノロジー研究所）のダイズ等の穀

物の試験研究のための資金へのアクセスなどにおいて、更に優位となることが期待できる。 

- 日系 5 農協のなかでもニーズが異なるケースがあり、さらに FECOPROD や UNICOOP の参画によ

り、更に具体的な活動内容を検討していく必要がある。 

組 織 ・ 財 政

面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移管先機関のプロジェクト

に対するオーナーシップは

十分か 

セ ン タ ー の 運

営 ・ 維 持 に 関

する方針 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- 2009 年度に入り、2010 年 3 月の移管に向けて Nikkei-CETAPAR 財団運営準備委員会や日系農

協中央会の理事会等が頻繁に移管後に関する具体的な検討・協議を行っており、現在は十分な

オーナーシップが示されているといえる。 
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プロジェクト終了後の活動

継続のための予算がどの

程度確保されているか 

今後の関連活

動の予算計画

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- 移管後の自己収入確保の点から、採算性のある種子生産業務や分析業務の実施が決定されて

いる。一方で、採算性を確保することが困難な研究業務や人材育成業務、技術普及業務、地域・

社会貢献の役割については、上記 INBIO を含めた外部からの予算を確保しながら実施することが

検討されている。 

- 不足分は日系農協（組合員）の拠出金で賄うことになっていたが、主な収入源となる種子生産など

の農業収入は天候に左右されやすく不安定であり、外部からの資金導入が移管後の持続的な運

営には必須である。よって、Nikkei-CETAPAR は移管後の資金の多様化に向けて、外部からの資

金獲得（寄付等）が可能となるよう財団化が決定された。 

プロジェクトが取り入れた技

術は関係者から受け入れら

れているか 

受益者農家は

技術を受け入

れ て い る か 。

技術レベル・社

会的慣習的要

因などの問題

資料レビュー、

専門家、C/P、

日系農協中央

会、受益者聞

き取り調査 

- 各農家の生産物、営農形態、地域、規模などによって必要な農業技術は異なることから、すべて

の技術が同様に有用だと感じられているわけではないが、巡回モニタリングや Dia de Campo、土

壌診断などの機会を活用している農家においては、技術面・コスト面などから適用可能なものを選

択し、営農改善に活用していることが確認されている。 

技術の普及に

あ た り 問 題 が

ないか 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- 現在の主要な技術者が移管後も継続することで、技術的な問題はないと考えられている。それら

の技術者が定着するためにはやりがいや処遇面を配慮する必要がある。 

技術面 

技術普及の体制が整って

いるか 

技術の定着に

向 け た 取 り 組

み 

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会聞

き取り 

- スタッフが技術レベルを維持し、新しい技術を更新していくためには、今後も研修の機会を確保す

ることが必要となっている。 

- ラボ業務については質を保つための取り組みが必要とされている。土壌分析に関しては、国内の

ネットワークが形成されており、そのなかで CETAPAR がリーダーシップをとって分析方法の統一を

行った。今後は質の管理も取り組む予定である。 

社会・文化・

環境面 

女性、貧困層、社会的弱

者、環境への配慮不足によ

り持続的効果を妨げる可能

性はないか 

持続的効果の

発現の促進要

因と阻害要因

資料レビュー、

専門家、日系

農協中央会、

受益者聞き取

り 

- コロニア内や周辺のパラグアイ人と日系コミュニティの安定した関係を維持していくためには、各農

協の拠点地域の中や周辺に居住するパラグアイ人が生活向上を感じられるような支援を行う必要

がある。CETAPAR を通じて、または農協独自で支援していくことも考える必要がある。 

 



投入実績 

1．日本側の投入実績 

（1）専門家派遣 

1) 長期専門家 
専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 
大木智之 次長／業務調整 2003.01.20～2005.06.19 JICA(現) 
白石英一 場長／チーフアドバイザー 2003.02.15～2006.02.14 JICA 
藤井智 次長／業務調整 2005.09.25～2007.12.24 JICA(現) 
有賀秀夫 場長／チーフアドバイザー 2006.02.01～2010.03.31 JICA 
池田博司 次長／業務調整 2007.12.02～2010.03.31 国際協力ﾗｲﾌﾜｰｸ(現) 

 2) 短期専門家（コンサルタント受入れ含む） 
専門家氏名 指導科目 派遣期間 派遣前の所属 備考 
田中規子 農牧輪換システ

ム経営評価 
2007.08.20～2007.09.07 JATAK(現) コンサルタント 

田中規子 〃 2007.10.29～2007.11.09 〃 〃 
田中規子 〃 2008.02.25～2008.03.01 〃 〃 
宮沢マリオ 肥料成分分析 2008.11.17～2008.11.28 IAPAR(現) 第三国（伯国） 
伊澤義郎 農薬成分分析 2009.10.04 ～ 2009.12.05

（予定） 
日本農薬(現)  

大木健広 種子検査 2009.10.28 ～ 2009.12.05
（予定） 

中央農業総合研究
センター(現) 

 

 

（2）研修員受入 

1）本邦研修 
研修員氏名 受入期間 研修内容 当時の役職 現在の役職 
井上幸雄 2005.08.31～

2005.09.17 
農業協同組合運営 イグアス農協副組合長

(中央会監事長） 
イグアス農協組合長(中
央会総務担当理事） 

土居卓也 〃 〃 ピラポ農協総務担当理
事 

ピラポ農協総務担当理
事 

上村明壮 〃 〃 ラパス農協総務補佐兼
購買利用担当理事 

 

松岡 章 〃 〃 パラグアイ日系農協中
央会参事 

パラグアイ日系農協中
央会経営顧問 

2）第三国研修 
研修員氏名 受入期間 研修内容 当時の役職 現在の役職 
Fabio 
Centurion 

2008.11.24～
2008.11.28 

種 子 検 査 に 係 る
PCR 検査手法等の
技術習得 

日系農協中央会（技師） 同左 

三井セルヒ
オ 

〃 〃 〃 〃 

 

（3）機材供与（携行機材として整備） 

現地到着時

期 
機材名 型式 メーカー

購入価格 

（日本円） 

購入価格 

（現地通貨） 

現地/

本邦

調達 

使用目

的 

稼動

状況

2006 年 3 月 ピックアップ

トラック 

NISSANFRONT

IER AX-4WD- 

TURBO  

NISSAN 2,827,953 Us$.25,400 現地 作業管理 良好 

2007 年 2 月 無停電装置 UPS3000 

V.A.ON LINE 

PAWER 

WARE 

304,545 Gs 12,850,000 現地 施設配電 良好 

2007 年 2 月 揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ MB 

SUMERGIBLE 

FRANKL

IN 

163,317 Gs 6,891,000 現地 揚水 良好 



NF-95-E24 

7,5HP TRIF. 

+SAER 

2007 年 2 月 精密播種機 MOD.SHP249/0

904-EA 2007 

SERIE0740B03

2A 

SEMEAT

O 

3,810,379 Gs 153,000,000 現地 試験作物

播種 

良好 

2007 年 3 月 原子吸光光

度 

AA-6300,CAT 

No.206-51800-3

4 

SHIMAD

ZU 

3,890,767 Gs 160,775,500 現地 土壌分析 良好 

2007 年 3 月 精密農薬散

布機 

PULVERIZADO

RA CO 2 

EXPOAG

RO 

338,589 Gs 14,286,450 現地 農薬試験 良好 

2007 年 3 月 ノート型パソ

コン 

NOTE BOOK  

A100-CRZ 

TOSHIB

A 

165,900 Gs 7,700,000 現地 資料作成 良好 

2007 年 3 月 中型脱穀機 B-34C/CARDAN

+ MOTOR4T 

13CV 

OURO 

VERDE 

302,496 Gs 12,763,635 現地 試験作物

収穫 

良好 

2007 年 3 月 無停電装置 1000 FORZA 9,626 Gs 397,750 現地 機器配電 良好 

2007 年 3 月 無停電装置 1000 FORZA 9,626 Gs 397,750 現地 機器配電 良好 

2007 年 3 月 無停電装置 1000 FORZA 9,626 Gs 397,750 現地 機器配電 良好 

2007 年 3 月 無停電装置 1000 FORZA 9,626 Gs 397,750 現地 機器配電 良好 

2007 年 8 月 ダイジェスタ

ー 

Q327M QUIMIS 200,496 Gs 8,687,000 現地 土壌分析 良好 

2008 年 3 月 ダイジェスタ

ー 

Q327M QUIMIS 375,615 Gs 15,300,000 現地 土壌分析 良好 

2008 年 3 月 土壌測定器 Q398M2 QUIMIS 307,430 Gs 13,110,000 現地 土壌分析 良好 

2009 年 3 月 種子用収穫

機、アタッチ

メント 

9570、206 JOHN 

DEERE 

19,057,849 Us$.194,570 現地 作物収穫 良好 

2009 年 6 月 農 薬 散 布

機 、 穀 物 輸

送タンク 

2000 AM-18 

TANKER 10,500 

JACTO 

JAN 

3,678,697 Us$.37,900 現地 作物管理 良好 

2009 年 6 月 ガスクロマト

グラフィ、液

体クロマトグ

ラフィ 

GC-2010AF 

LC-20 

Prominence 

SHIMAZ

U 

12,596,674 Us$.129,778 現地 農薬分析 良好 

2009 年 8 月 GPS 石 灰 ･

肥料精密散

布機 

FEC 10,000 Fertil 4,647,788 Us$.48,895 現地 圃場管理 良好 

合計額 52,706,999 円
Gs. 406,954,585 

Us$.436,543 
 

注）調達機材：携行機材費で調達した機材。 

 

（4）プロジェクト要員の配置 

（4 月 1 日時点の配置人数） 

年度 総務・管理部門 技術部門 合計 

2005 年 5 11 16 

2006 年 5 11 16 

2007 年 5 8 13 

2008 年 5 8 13 

2009 年 5 5 10 

 



（5）プロジェクト運営の経費 

年度 金額（円） 

2005 年 58,203,080

2006 年 61,122,153

2007 年 64,183,902

2008 年 94,999,614

2009 年* 48,836,667

合計 327,345,416

*2009 年は 10 月 27 日までの執行分 

 

2．パラグアイ側の投入実績 

（1）カウンターパート配置 

氏名及び役職 専門分野 研修(配置)期間 実施機関での勤
務期間 

備考等 

干場健 
研究員(技師) 

土壌関連試験研究、
土壌分析 

2007.04.01～ 2007.04.01～ CETAPAR ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要
員からの身分切り替
え(移籍) 

中村明雄 
研究員(技師) 

畑作試験研究・普及 2007.04.01～ 
2008.06.30 

2007.04.01～ 
2008.06.30 〃 

池田貴幸 
技能者 

畜産試験研究、植林
育苗 

2007.04.01～ 2007.04.01～ 
〃 

大西博士 
技能者 

渉外、経理 2007.05.19～ 2007.05.19～  

Fabio Centurion 
研究員(技師) 

病害虫・畑作試験研
究 

2008.08.01～ 2008.08.01～ CETAPAR ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ要
員からの身分切り替
え(移籍) 

三井セルヒオ 
研究員(技師) 

畑作試験研究・普及 2008.10.01～ 2008.10.01～  

 

（2）プロジェクト投入予算（日系農協中央会からの投入） 

（単位：Gs.） 

区分／年度 
2007 年度支出額 2008 年度支出額 2009 年度（9 月

まで）支出額 

合計 

C/P 給与(作業員含む) 49,039,094 93,832,745 64,584,928 207,456,767

必要経費等 223,160,560 545,380,715 268,388,724 1,036,929,999

合 計 272,199,654 639,213,460 322,973,652 1,234,386,766

 



セミナー・研修開催実績

年度 コース名 開催日 実施期間 参加人数 対象者

2005年度 卒業論文作成指導(畜産) 05年5月～06年10月 1年6ヶ月間 2名 アスンシオン大学農学部学生
農牧輪換システム 05年4月 １日間 200名 MAG技術者、非日系農家

　 ダイズシストセンチュウ 05年5月 １日間 100名 エステ大学農学部学生
野菜栽培技術 05年7月 １日間 22名 パラグアイ人小規模野菜農家
野菜・マカダミア栽培技術 05年7月 １日間 30名 　　　　　　　　〃
野菜栽培技術 05年7月 １日間 14名 　　　　　　　　〃
農牧輪換システム 05年8月 １日間 15名 イグアス肉牛部会
冬季作物試験結果一般公開 05年8月 １日間 35名 日系農家
作物育種 05年9月 １日間 31名 カアサパ大学農学部学生、教師
農牧輪換システム先進地研修 05年9月 １日間 24名 イグアス日系農家
農牧輪換システム 05年9月 2日間 16名 アスンシオン大学農学部学生
土壌分析技術 05年10月 1ヶ月間 1名 ミンガグァス農学校教師
作物病害虫 05年10月 １日間 50名 農学校学生、教師
野菜栽培技術全般 05年10月 2日間 11名 JOCV園芸部会員
作物育種 05年10月 １日間 25名 農学校学生
作物育種 05年10月 １日間 20名 エステ大学農学部学生
野菜栽培・土壌管理技術 05年10月 １日間 17名 農牧省管轄農学校教師
農牧輪換システム 05年10月 １日間 17名 　　　　　　　　〃
　　　　　〃 05年11月 2日間 200名 第13回農牧技術移転国際会議参加者

　　　　　〃 05年11月 １日間 60名 パラグアイ人農家
ダイズシストセンチュウ 05年11月 １日間 35名 イグアス農協組合員
卒論作成指導(大豆病害虫) 05年12月～06年3月 4ヶ月間 3名 エステ大学農学部学生
農業全般 06年1月 20日間 1名 農学校学生（日系）
OJT実務研修 06年1月 ４日間 1名 H17年度JICA新規採用職員
野菜栽培技術・土壌保全 06年1月 ３日間 １名 JOCV隊員
夏作物試験結果一般公開 06年2月 １日間 86名 日系農家

2006年度 果樹・マカダミア栽培技術 06年4月 １日間 15名 エステ大学農学部学生
冬作物試験結果発表会 06年5月 １日間 18名 イグアス日系農家
作物育種 06年5月 １日間 22名 パシフィック大学農学部学生
農牧輪換システム 06年5月 １日間 250名 パラグアイ人農家、学生
農牧輪換システム 06年7月 １日間 200名 牛肉国際会議出席者
冬作物試験結果一般公開 06年8月 １日間 36名 日系農家
畑作物栽培技術、畜産技術全般 06年8月～9月 1ヶ月間 １名 ラパス農協営農指導担当職員
野菜栽培技術 06年9月 １日間 20名 パラグアイ人小規模野菜農家
　　　　〃 06年9月 ２日間 14名 JOCV園芸・果樹部会員
ダイズサビ病研究セミナー 06年11月 １日間 40名 国内大豆研究機関技術者
夏作試験結果一般公開 07年2月 １日間 41名 日系農家
ピラポ夏作物現地実証試験結果発表 07年2月 １日間 36名 ピラポ農協組合員農家
ラパス夏作物現地実証試験結果発表 07年2月 １日間 50名 ラパス農協組合員農家

野菜栽培技術 07年3月 １日間 41名 パラグアイ人小規模野菜農家
　　　　〃 07年3月 １日間 131名 　　　　　　　　〃
農牧輪換システム 07年3月 １日間 12名 ラパス地区日系農家
輪作・緑肥作物 07年3月 １日間 17名 イタイプ公団技術者

2007年度 大豆栽培技術 07年4月 １日間 36名 イグアス農協組合員農家
卒業論文作成指導(大豆病害虫) 07年1月～2月 2ヶ月間 1名 エステ大学農学部学生
卒業論文作成指導(土壌分析) 07年３月～4月 2ヶ月間 1名 エステ大学農学部学生
卒業論文作成指導(大豆サビ病) 07年4月～8月 5ヶ月間 1名 エステ大学農学部学生
大豆栽培技術 07年5月 1日間 35名 ピラポ農協組合員農家
土壌、病害虫、農牧輪換 07年5月 １日間 105名 農学校学生
　　　　〃 07年5月 １日間 25名 ラパス農協組合員農家
牧草利用法、牧草サイレージ技術 07年5月 １日間 20名 パラグアイ人小規模農家
畑作物栽培技術、畜産技術全般 07年6月 1ヶ月間 １名 イグアス農協営農指導担当職員
野菜栽培技術 07年6月 １日間 20名 パラグアイ人小規模野菜農家
大豆栽培技術 07年6月 １日間 12名 アマンバイ農協組合員農家
農牧輪換システム 07年7月 １日間 120名 日系、非日系農家、技術者、学生

夏作試験結果一般公開 07年8月 １日間 160名 日系、非日系農家、技術者、学生

野菜栽培技術 07年9月 １日間 28名 パラグアイ人小規模野菜農家
冬作モニタリング報告会 07年9月 １日間 20名 イグアス農協組合員農家

作物寄生性センチュウについて 07年10月 １日間 45名 エステ大学農学部学生

作物害虫 07年10月 １日間 25名 エステ大学農学部学生

ダイズシストセンチュウ 07年10月 １日間 50名 アスンシオン大学農学部学生

土壌、病害虫、農牧輪換、畑作 07年10月 １日間 32名 ア大農学部カアサパ分校学生

トマト、メロン栽培技術 07年11月 １日間 25名 サンペドロ県パラグアイ人農家

土壌、作物病害虫 07年12月～08年1月 2ヶ月間 １名 エステ大学農学部学生

農用石灰実証試験圃場参観 08年1月 １日間 20名 ラ･パス農協組合員

Dia de Campo ﾋﾏﾜﾘ､ｿﾙｺﾞ､ﾏｲｽ 08年1月 １日間 74名 日系・非日系農家、農学部学生

作物、土壌、育種 08年1月 １ヶ月間 １名 農学校学生



年度 コース名 開催日 実施期間 参加人数 対象者

Dia de Campo 大豆品種 08年2月 １日間 40名 日系・非日系農家

2007年度 Dia de Campo　大豆品種 08年2月 １日間 46名 組合員農家

大豆品種(受託試験一般公開) 08年2月 １日間 40名 日系･非日系農家

2008年度 Dia de Campo　二期作トウモロコシ 08年6月 1日間 85名 日系･非日系農家
Dia de Campo 小麦品種 08年8月 1日間 140名 日系･非日系農家、農学生
ステビア品種・栽培 08年9月 １日間 10名 農学校学生、教師
土壌、作物病害虫、農牧輪換 08年9月 １日間 20名 アスンシオン大学農学部学生
野菜栽培技術、土壌肥料 08年10月 １日間 13名 CAICA組合員、JOCV
土壌、作物病害虫 08年12月～09年1月 １ヶ月間 2名 農学校学生
Dia de Campo　二期作トウモロコシ 08年12月 １日間 36名 日系･非日系農家
トマト、メロン栽培技術 08年2月 2日間 8名 マリョルキン市非日系農家
Dia de Campo 大豆品種 08年2月 １日間 120名 日系・非日系農家
土壌保全、緑肥作物 08年3月 ２日間 14名 CAICA組合員農家
CETAPAR育成大豆評価会 08年3月 １日間 14名 イグアス農協組合員
マカダミアナッツ、果樹栽培 08年3月 １日間 37名 エステ大学農学部学生、教師
卒論指導　牧草生産・品質 08年1月～09年2月 １年間 １名 アスンシオン大学農学部学生
　　　　　乾草の品質・評価 08年11月～12月 2ヶ月間 １名 　　　　　〃
　　　　　ピニョンマンソ 08年12月～09年３月 4ヶ月間 １名 　　　　　〃

　 　　　　　大豆病害防除 08年10月～09年3月 6ヶ月間 １名 エステ大学農学部学生
　　　　　マイス防除(殺虫剤使用法) 08年9月～09年2月 6ヶ月間 ２名 　　　　〃

                  ダイズセンチュウ 08年9月～09年2月 6ヶ月間 １名 　　　　　〃
技術研修　作物害虫 08年12月～09年2月 3ヶ月間 ３名 アスンシオン大学農学部学生
　　　　　畜産全般 08年12月～09年1月 2ヶ月間 １名 　　　　　〃
　　　　　土壌(物理) 08年12月～09年2月 3ヶ月間 １名 エステ大学農学部学生
　　　　　畜産全般、土壌 09年1月 1ヶ月間 ２名 アスンシオン大学農学部学生
　　　　　作物害虫全般 09年1月 1ヶ月間 １名 エステ大学農学部学生
　　　　　作物・育種 09年2月 1ヶ月間 １名 　　　　　〃

2009年度 土壌管理 09年4月 １日間 25名 ピラポ農協果樹部会員
作物病害虫、土壌、農牧輪換 09年5月 １日間 43名 カアサパ大学農学部学生、教師
えん麦利用(家畜飼料、緑肥作物) 09年5月 １日間 7名 イグアス地区非日系小農家
Dia de Campo 二期作マイス 09年6月 １日間 48名 日系・非日系農家
作物病害虫、ネマトーダ 09年8月 １日間 25名 アスンシオン大学農学部学生、教師
トマト、メロン栽培技術 09年8月 １日間 ４名 イタイプ公団技術者
土壌、作物病害虫、農牧輪換 09年9月 １日間 21名 ア大農学部サンタロサ分校学生
卒論指導　ピニョンマンソ 09年4月～7月 4ヶ月間 １名 　　　　　〃
技術研修　ダイズネグサレセンチュウ 09年5月 １日間 １名 アスンシオン大学農学学生

　　　　病害虫、種子、土壌、作物 09年6月～7月 2週間 ２名 カアサパ大学農学部学生
土壌、種子検査、作物病害虫、作物 09年7月 2週間 ２名 農学校学生
JOCEネットワーク研修会 09年7月 1週間 10名 JOCV（20年度3次隊～21年度1次隊）
Dia de Campo 野菜 09年12月予定
Dia de Campo マイス、ヒマワリ 10年01月予定
Dia de Campo 大豆品種 10年02月予定
Dia de Campo 緑肥 10年02月予定
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